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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 （千円） － － 2,031,159 3,167,872 1,815,017

経常利益又は経常損失(△) （千円） － － 196,941 433,231 △909,581

当期純利益又は
当期純損失(△) （千円） － － 91,421 10,042 △2,590,825

純資産額 （千円） － － 1,155,679 1,823,502 △1,010,930

総資産額 （千円） － － 3,100,819 4,060,809 3,054,747

１株当たり純資産額 （円） － － 77,313.30 99,926.37 △65,289.85

１株当たり当期純利益金額
又は１株当たり当期純損失
金額(△)

（円） － － 6,270.36 646.74 △165,168.03

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

（円） － － 5,894.00 634.36 －

自己資本比率 （％） － － 37.3 38.4 △33.6

自己資本利益率 （％） － － 8.3 0.7 －

株価収益率 （倍） － － 165.90 445.30 －

営業活動によるキャッシュ
・フロー

（千円） － － △67,185 47,753 △964,768

投資活動によるキャッシュ
・フロー

（千円） － － △676,197 △882,707 △227,046

財務活動によるキャッシュ
・フロー

（千円） － － 1,157,104 200,377 1,321,870

現金及び現金同等物の期末
残高

（千円） － － 1,051,676 424,695 539,449

従業員数
（外、平均臨時雇用者数）

（人）
－
（－）

－
（－）

91
（－）

156
（－） 

241
（－） 　

　（注）１．第６期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．臨時雇用者の総数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。

４．第７期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月９日)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日)を適用しております。

５．第８期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失金額であるため記

載しておりません。

６．第８期の自己資本利益率については、当期純損失であるため記載しておりません。

７．第８期の株価収益率については、１株当たり当期純損失金額であるため記載しておりません。

EDINET提出書類

ネクステック株式会社(E05472)

有価証券報告書

 2/96



(2）提出会社の経営指標等

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 （千円） 604,250 1,084,891 1,724,484 2,598,901 1,389,246

経常利益又は経常損失(△) （千円） 77,324 239,957 197,586 431,151 △994,850

当期純利益又は
当期純損失(△) （千円） 39,117 144,093 118,848 32,684 △2,895,372

持分法を適用した場合の投
資利益

（千円） － － － － －

資本金 （千円） 245,000 393,750 399,480 402,790 402,980

発行済株式総数 （株） 3,300.00 14,200.00 14,948.00 15,632.86 15,728.86

純資産額 （千円） 513,103 1,052,797 1,183,105 1,610,753 △1,272,956

総資産額 （千円） 586,404 1,298,982 2,774,591 3,591,842 2,484,614

１株当たり純資産額 （円） 155,485.90 74,140.66 79,148.09 103,108.98 △81,800.98

１株当たり配当額
(うち１株当たり中間配当額)

（円）
－

（　－）
－

（　－）
－

（　－）
－

（　－） 
－

（　－） 　

１株当たり当期純利益金額
又は１株当たり当期純損失
金額(△)

（円） 18,744.44 10,877.47 8,151.46 2,104.90 △184,583.24

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

（円） － 10,824.36 7,662.20 2,064.62 －

自己資本比率 （％） 87.5 81.0 42.6 44.8 △51.7

自己資本利益率 （％） 13.1 18.4 10.6 2.3 －

株価収益率 （倍） － 116.76 127.58 136.8 －

配当性向 （％） － － － － －

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） △59,781 92,259 － － －

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） △89,019 △166,024 － － －

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） 388,104 392,973 － － －

現金及び現金同等物の期末
残高

（千円） 318,820 638,029 － － －

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

（人）
40

（　－）
53

（　－）
78

（　－）
107

（　－） 
135

（　－） 　

　（注）１．第４期から第５期までの持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用すべき子会社及び関連会社が存在しないため記

載しておりません。第６期より連結財務諸表を作成しているため、それ以降については記載しておりません。

２．第４期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、ストックオプションに係る新株予約権を発行しておりますが、当社

株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

また、第８期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失金額である

ため記載しておりません。

３．第４期及び第５期の１株当たり当期純利益金額については株式分割が期首に行われたものとして算出しております。

４．第８期の自己資本利益率については、当期純損失であるため記載しておりません。

５．第４期の株価収益率については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、記載しておりません。

また、第８期の株価収益率については、１株当たり当期純損失金額であるため記載しておりません。

６．第６期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動に

よるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。

７．臨時雇用者の総数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。

８．当社は平成15年11月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。また、平成16年10月13日付で株式１株につき４株の

株式分割を行っております。

９．売上高には消費税は含まれておりません。
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２【沿革】

年月 事項

平成12年４月 製造業向けソリューションサービス、データ分析・整備・設計、システム開発導入運用等のサービ

スの提供を目的として、東京都港区新橋に資本金1,000万円をもってネクスジェンリサーチアンド

コンサルティング株式会社を設立

平成13年３月 商号をネクステック株式会社に変更

平成14年６月 ＰＬＭ領域における独自ソリューション「９Solutions（ナインソリューション）」を開発

平成15年４月 グランドデザイン、システム開発の方法論である「NEXCHANGE（ネクスチェンジ）」を開発

平成15年５月 データモデリングの方法論である「NEXMODELER（ネクスモデラー）」を開発

平成15年６月 部品表（ＢＯＭ）の高速展開技術（ＮＲＢＥ法）を確立し、高速ＢＯＭエンジンを開発

平成15年７月 日本オラクル株式会社とＰＬＭ事業協業開始

平成15年11月 本社を東京都港区港南（現住所）に移転

平成16年11月 ＰＬＭパッケージソフトウェア「SpeedPLMware.（スピードピーエルエムウェア）」を開発

平成16年11月 日本アイ・ビー・エム株式会社とＰＬＭトータルソリューション提供で協業開始

平成17年３月 東京証券取引所マザーズに株式を上場

 平成17年５月 ネクステックシステムズ株式会社（現連結子会社）を設立 

 平成17年６月 インフォテリア株式会社と企業情報システム連携技術分野において技術提携

平成17年８月 ラティス・テクノロジー株式会社とＰＬＭシステムにおける技術面及び営業面における協業開始

 平成17年12月 株式会社フォー・リンク・システムズを子会社化 (現持分法適用関連会社)

 平成18年４月 ポータル株式会社を子会社化

 平成18年６月 ポータル株式会社を吸収合併

平成19年３月　 ネクステックシステムズ株式会社の子会社となったGoldsworth Assets Ltd.(現

Nextech Asia Holdings Ltd.)並びにその子会社である金河科技有限公司及び北京兆維億方科技発展

有限公司を子会社化 (全て現連結子会社)

平成19年４月 ネクステックウェイブ株式会社（現連結子会社）を設立 
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３【事業の内容】

事業の概況

当社グループは、平成20年３月末日現在、当社（ネクステック㈱）、子会社６社及び関連会社１社で構成され、製造

業に特化したソリューションサービスとして、要件定義支援サービスからデータマネジメント、情報（IT）システム構

築（開発・導入・運用）、教育コンテンツ販売、ソフトウェア開発・販売、ソフトウェア研究開発等のプロフェッショ

ナルサービス事業を行っております。また、当連結会計年度から中国子会社にてネットワークセキュリティ事業とし

てネットワークセキュリティ製品の販売を行っております。

　当社の顧客対象である製造業においては、「製品の短納期化」や「環境規制物質への対応」「コスト競争力強化」

等対処すべき課題が広がりを見せており、課題解決に向けた投資が引き続き積極的に行われております。こうした課

題の解決手法として、当社グループでは、プロダクト・ライフサイクル・マネジメント（以下、「ＰＬＭ」という。）

（※１）をはじめとするプロフェッショナルサービス事業を展開しております。

　これまでの製造業界におきましては、ＥＲＰ（※２）やＳＣＭ（※３）の導入といった業務プロセスの効率化が行

われてまいりましたが、当社グループの提供するソリューションは製品の収益性の抜本的向上を目的として、製品の

ＱＣＤＥ、すなわち高品質化（Quality）、コスト競争力（Cost）、短納期開発（Delivery）、環境対応（Environment）を

包括的にマネジメントするプロダクト・イノベーション（製品改革）の実現とそれをサポートする情報システム構

築を支援しております。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

①要件定義支援サービス

　要件定義支援サービスとは、当社が注力するＰＬＭ領域において、システム開発、導入につなげるための課題抽出

と解決実行策の策定を支援するソリューションサービスであります。当社独自のソリューションとして開発した

「９Solutions（ナインソリューション）」（※４）を主軸に、要件定義の進め方やアプローチ方法等を定めた方法

論「NEXCHANGE（ネクスチェンジ）」に基づいて、効率的かつ実効性の高いサービスを提供しております。

②データマネジメント・サービス

　データマネジメント・サービスとは、ＰＬＭを実現する上で最も重要なインフラである部品表（以下、「ＢＯＭ」

という。）（※５）の再構築を支援するサービスであります。当社は、データモデリングの進め方やアプローチ方法

等を定めた方法論「NEXMODELER（ネクスモデラー）」に基づいて、製品の部品構造をどのように定義・構成し

活用すれば製品のＱＣＤＥを向上させられるのか分析し、独自開発したデータモデルのテンプレートを用いて最適

な製品の構造や構成単位を定義づけてＢＯＭを構築しております。なお、このデータマネジメント・サービスは、情

報システム開発においてもマスターデータの整備につながる重要なサービスであります。

③情報（ＩＴ）システム構築（開発・導入・運用）

　情報（ＩＴ）システム構築（開発・導入・運用）は、システム開発・導入、システム運用、パッケージ選定・導入

を通じて、顧客の変革の実現をシステム面から実現いたします。特に、ＰＬＭを実現する上で最も重要なインフラと

なるＢＯＭについては、当社が開発したＮＲＢＥ法（Nextech Rapid BOM Explosion Methodology／部品表高速展開技

術）による情報システムのパフォーマンス向上（処理能力の高速化）を実現しております。

④ソフトウェア開発、販売

　当社独自のＰＬＭパッケージソフトウェア「SpeedPLMware. （スピードピーエルエムウェア）」及び当社子会社

の組込ソフトウェアの開発及び販売（自社による直接販売及びアライアンスパートナーを経由する間接販売）を

行っております。また、顧客が他社のソフトウェアプロダクトを購入するにあたり、当社へソフトウェアの選定・導

入まで一貫して依頼がある場合、当社が他社ソフトウェアベンダーから仕入れ、顧客への販売及び導入支援を行い

ます。なお、導入後のソフトウェアのメンテナンス及び保守も行っております。

⑤ネットワークセキュリティ製品の販売

　当社子会社にて、各種ネットワークセキュリティ製品の販売を行っております。

⑥その他

　当社持分法適用関連会社にて、e-learningシステム「toremas.com」の構築・導入・販売を行っております。また、顧

客がハードウェアプロダクトを購入するにあたり、当社へハードウェアの選定・導入まで一貫して依頼がある場

合、当社がハードウェアベンダーから仕入れ、顧客への販売及び導入支援を行います。
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当社グループの事業系統図は以下のとおりです。

［事業系統図］

 ※１．プロダクト・ライフサイクル・マネジメント（ＰＬＭ／Product Lifecycle Management）

　プロダクト・ライフサイクル・マネジメント（ＰＬＭ）とは、製品の企画段階から設計・開発、製造、メンテナンス、廃棄に至るま

での製品のライフサイクル全体にわたって製品に関わる情報をＢＯＭの活用により全社的かつ部門横断的に管理する手法であり

ます。

　このＰＬＭの最大の目的は、「収益の向上」です。単に業務（プロセス）の効率化やそれに伴うコストの削減に留まらず、「収益

を向上させる製品・サービスの実現」という新しい視点があります。

　このＰＬＭの実現により、設計開発においては以下のような効果が期待できます。

①　コンカレントエンジニアリング（開発期間短縮のための同期開発）と開発のフロントローディング（製品仕様の事前検

討）の実現による製品の市場投入の短縮化

②　開発コストの上流作り込みによる製品コストの低減

③　コストシミュレーションの実現による売価設定と原価低減の実現

④　市場と顧客の製品への要求仕様とメーカーの開発仕様の同一化による、売れる製品仕様の作りこみの実現

⑤　標準化・モジュール化の実現

　また、生産準備と製造においては、製品設計仕様と製造工程仕様の接続により、以下のような効果が期待できます。

①　設計変更・仕様変更への迅速かつ柔軟な対応力強化

②　日本の製造業の得意技である顧客とメーカーの「仕様すり合わせ」技術の実現（個別受注製品の場合、顧客要求仕様を段階

的に製品に反映させることにより、製品仕様を確定していく手法）
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　現在の製品市場環境が製品ライフサイクルの短期化にあるため、この生産準備と製造へのＰＬＭの応用は、製品の垂直立ち上げや

製品の早期切り替えも可能となり、迅速な市場変化への対応力が強化されます。

　新たな製品の開発においても、販売実績の推移、顧客のクレーム・修理対応やメンテナンスの履歴情報などを共有・管理して、次

の製品やサービスの企画・開発に活用されるようになります。

　このように、ＰＬＭは、製造業に対して「売れる製品」をつくることを支援し、企業の収益の向上に大いに貢献することが期待で

きます。

※２．ＥＲＰ（Enterprise Resource Planning：企業資源計画）

　企業全体を経営資源の有効活用の観点から統合的に管理し、経営の効率化を図るための手法であります。企業の生産計画達成を前

提に、ＢＯＭと在庫情報から発注すべき資源の量と発注時期を割り出し、在庫の圧縮と不足の解消を同時に実現するＭＲＰ（

Material Requirement Planning：資材所要量計画）に製造や物流等の管理及び経理などの機能が統合されております。

※３．ＳＣＭ（Supply Chain Management：供給連鎖管理）

　取引先との間の受発注、資材の調達から在庫管理、製品の配送まで、いわば事業活動の川上から川下までを総合的に管理すること

で余分な在庫などを削減し、コストを引き下げるための手法であります。

※４．９Solutions（ナインソリューション）

　９Solutionsは、製造業各社が抱える課題に対応した９つのＰＬＭアプリケーション機能と効果の新しい枠組みです。これまでＰＬ

Ｍの枠組みが業界でも明確でなかったために、業界に先駆けて当社が独自に開発、提唱いたしました。当社が開発するパッケージア

プリケーションの「SpeedPLMware.」もこの９Solutionsに従って、それぞれのWare（ウェア：アプリケーション）の開発が行われ

ております。９Solutionsの枠組みの概略は以下のとおりであります。

※５．部品表（ＢＯＭ／Bills of Material）

　部品表（ＢＯＭ）とは、品目リストと製品構成からなる製品のマスターデータであり、どのような部品や原材料がどのように構成

されているかを表すモノづくりのための最重要データであります。このＢＯＭは、業種業態、企業、工場、製品の違いなどによってそ

れぞれ個別の形があり、更に製品企画、構想、開発設計、販売、購買、生産製造、メンテナンスなど製品の全ライフサイクルにわたって

様々な特徴があります。
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４【関係会社の状況】

(1）連結子会社

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業内容
議決権の
所有割合(％) 関係内容

（連結子会社）      

ネクステックシステムズ㈱

(注)１
東京都港区 275,000 情報システムの企画、設計開発等 100.0 役員の兼任あり

ネクステックウェイブ㈱ 東京都港区 20,000
データマネジメント、システム運

用デザイン、データクレンジング

　

51.0 役員の兼任あり

Nextech Asia Holdings Ltd.

(注)１,２,３

イギリス領

ケイマン島

1,080千

米ドル
投資事業 

55.8

(55.8)
役員の兼任あり

金河科技有限公司

（Nextech China Ltd.）　

（注）１,２

中国　香港
4,700千

香港ドル

ソフトウェア受託開発、システム

開発・販売 

100.0

(100.0)
役員の兼任あり

北京兆維億方科技発展有限

公司　（

Beijing C&W Nextech Co.,

 Ltd.)　（注）１,２,５,６

中国　北京
1,300千

米ドル

情報技術ソフトウェアの開発・

生産、ネットワークセキュリティ

製品の販売 、教育システム及び

コンテンツの開発販売

85.0

(85.0)

当社グループ製

品を中国を中心

に販売している。

北京力思泰信息技術有限公

司

（Beijing Nextech Systems 

Co., Ltd.）　（注）２

中国　北京
200千

米ドル

コンピュータソフトウェアの開

発、設計、制作、ネットワークシス

テムの開発、自社生産製品の販売

及びアフターサービスの提供、関

連技術コンサルティング及び技

術サービス

90.0

(90.0)

当社製品の開発

を行っている。

（持分法適用関連会社）      

㈱フォー・リンク・システ

ムズ　(注)４
東京都渋谷区 234,820

３次元CADの教育コンサルティ

ング、教育システム及びコンテン

ツの開発販売

33.1 役員の兼任あり

　（注）１．特定子会社に該当しております。

２．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。

３．連結子会社であるGoldsworth Assets Ltd.は、Nextech Asia Holdings Ltd.に社名変更いたしました。

４．当連結会計年度において、連結子会社であった㈱フォー・リンク・システムズは当社が保有する株式の一部

を売却したため、連結子会社から持分法適用関連会社となっております。

５．債務超過会社であり債務超過の額は平成19年12月末時点で97,388千円となっております。

６．北京兆維億方科技発展有限公司については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占

める割合が10％を超えております。
主要な損益情報等 (1) 売上高 293,125千円

　 (2) 経常損失 69,967千円

　 (3) 当期純損失 110,763千円

　 (4) 純資産額 △97,388千円 

　 (5) 総資産額 331,300千円
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５【従業員の状況】

(1)連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

プロフェッショナルサービス事業 129

ネットワークセキュリティ事業 92

全社（共通） 20

 合計 241

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者の総数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものであります。

３．従業員が当期中において85人増加しておりますが、これは業容拡大に伴う採用によるものです。

(2)提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円）

135   33歳４ヶ月 1.8年 6,766,770

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者の総数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含め、ストックオプションによる株式報酬費用を除いてあります。

３．従業員が当期中において28人増加しておりますが、これは業容拡大に伴う採用によるものです。

(3)労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当社グループの顧客対象である製造業を取り巻く経営環境が、資源価格の高騰等によって一層変化を求められる中、

製品のQCD（品質・コスト・納期）コントロール能力向上等、当社の提供するソリューションに対するニーズは引き

続き旺盛です。

　当連結会計年度においては、前連結会計年度に受注いたしました一部案件において、前連結会計年度までは所定の要

件を満たすため売上計上方法として「進行基準」を適用しておりましたが、当連結会計年度に契約内容の変更を行っ

た結果、「進行基準」の要件を満たさなくなったことから、当該案件については検収時に売上を計上するようにした

影響に加え、前年同期に連結対象であった㈱フォー・リンク・システムズが、当連結会計年度より持分法適用関連会

社となったこと、ソフトウェア評価損269,822千円、ソフトウェア仮勘定評価損226,201千円及び中国子会社ののれん減

損損失を435,619千円計上したことなどから、前年同期比較では売上、利益とも減少いたしました。この結果、売上高は

1,815,017千円（前年同期比42.7％減）、経常損失909,581千円と大幅に減少し、当期純損失は2,590,825千円になりまし

た。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①プロフェッショナルサービス事業

　同事業の当連結会計年度の業績は、前連結会計年度に受注いたしました一部案件において、前連結会計年度まで

は所定の要件を満たすため売上計上方法として「進行基準」を適用しておりましたが、当連結会計年度に契約内

容の変更を行った結果、「進行基準」の要件を満たさなくなったことから、当該案件については検収時に売上を

計上するようにしたため、売上高が大幅に減少いたしました。

　以上の結果、当連結会計年度におけるプロフェッショナルサービス事業の売上高は1,446,847千円、営業損失は

203,794千円となりました。

②ネットワークセキュリティ事業

　当連結会計年度より、中国子会社にて、ネットワークセキュリティ事業を開始しました。

　以上の結果、当連結会計年度におけるネットワークセキュリティ事業の売上高は368,169千円、営業損失は

110,209千円となりました。

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

①日本

　当連結会計年度の売上高は1,502,986千円、営業損失は124,809千円となりました。

②アジア

　当連結会計年度の売上高は551,396千円、営業損失は76,212千円となりました。

(2)キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税金等調整前当期純損失、減損損失、契

約変更損や借入金の増加等により、当連結会計年度末には539,449千円(前年同期比27.0％増)となりました。

各キャッシュ・フローの状況とその要因は以下のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用したキャッシュ・フローは964,768千円(前年同期は47,753千円の資金の獲得)となりまし

た。これは税金等調整前当期純損失2,334,058千円（前年同期は112,255千円の利益）、減損損失464,127千円(前年

同期は－千円)、契約変更損439,806千円(前年同期は－千円)等の影響によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用したキャッシュ・フローは227,046千円(前年同期比74.3％減)となりました。これは、主に

ＰＬＭパッケージソフトウェア「Speed PLMware.fi」等の開発に伴う無形固定資産の取得による支出295,901千

円(同34.1％減)や、関係会社株式の売却による収入65,883千円(前年同期は－千円)によるものであります。

　　　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果獲得したキャッシュ・フローは1,321,870千円(前年同期比559.7％増)となりました。これは、主

に短期借入金の純増610,666千円(前年同期比37.1％増)、長期借入による収入650,000千円(同550.0％増)によるも

のであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度の生産実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。

事業区分別 生産高（千円） 前年同期比（％）

プロフェッショナルサービス 1,622,612 △18.0

　（注）　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当連結会計年度の受注実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。

事業区分別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

プロフェッショナルサービス 905,566 △79.5 1,704,308 15.0

　（注）　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。

事業区分別 販売高（千円） 前年同期比（％）

プロフェッショナルサービス 1,446,847 △54.3

ネットワークセキュリティ 368,169 ―

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．ネットワークセキュリティ事業は、当連結会計年度に新設された事業であるため、前年同期比の記載をして

おりません。

３．最近２連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次の

とおりであります。

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

相手先 販売高（千円） 割合（％）

矢崎総業㈱ 1,444,627 45.6

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

相手先 販売高（千円） 割合（％）

矢崎総業㈱ 325,583 17.9

本田技研工業㈱ 200,800 11.1
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３【対処すべき課題】

　　今後も当社グループの顧客対象である大手製造業界は、「コスト競争力強化」「製品市場投入の迅速化」「設計と製

造のコラボレーション強化」といった課題に取り組む必要があります。それらの課題を解決するための手法として有

力とされるPLMへの投資意欲は依然旺盛な状況です。それに加え、「環境規制物質対応」や「日本版SOX法」などの

法改正をきっかけとしたBOM（部品表）の整備の需要も高まってきております。このような環境下で、当社グループ

の更なる成長を実現するため、以下の事項を課題として認識し、対応してまいります。

(1) 優秀な人材の確保と育成

当社グループのプロフェッショナルサービスにとって重要な経営資源は優秀な人材であります。今後、優秀

な人材の採用を積極的に進めるため、採用体制を更に強化するとともに、教育制度の拡充によって従業員の能

力向上を図ってまいります。

(2) 内部管理体制の強化とコーポレート・ガバナンスの充実

当社グループにおきましては、今後、より一層の事業拡大を見込んでおります。そのため今後当社グループの

事業拡大に応じた内部管理体制の強化を図るとともにコーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでまいり

ます。

(3) プロジェクト品質の向上

当社グループの受注案件数は、年々拡大傾向にあり、プロジェクト品質管理の必要性がこれまで以上に高

まってきております。今後、当社グループがこれまで蓄積したノウハウをテンプレート群として整備し、それに

基づいた教育を行うとともに、品質管理チェック体制を強化することにより、プロジェクトの品質の向上を

図ってまいります。

(4) 研究開発の強化

高品質の製品開発、更なるコスト競争力強化、短納期対応等、市場のニーズが多様化している現在の環境下に

おいて、PLMのニーズはますます高まっております。当社グループにおきましては、このような状況をビジネス

チャンスと捉え、研究開発を目的としたチームを編成し、これまで培ってきた製品情報管理を軸とするPLMの

ノウハウに基づいて、ソリューションの開発を進めてまいります。

(5) 知的財産権管理の強化

当社グループの競争力の源泉となるソリューションモデルや技術等の知的財産権を保護し、競合他社との差

別化を図るため、知的財産権管理の強化を図ってまいります。

(6) 債務超過の解消

債務超過を解消すべく、平成20年６月23日開催の取締役会において、山田太郎及び山口博之を割当先とする

第三者割当増資の実施を決議しました。これによる資本の増強と、当期純利益による純資産の回復と併せて今

期（平成21年３月期）中の解消を見込んでおります。
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４【事業等のリスク】

　以下において当社グループの事業展開上のリスク要因となりうる事項を記載しております。

　また、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資者の投資判断において重要であると考えられる事項に

ついては、積極的に開示しております。なお当社グループは、これらのリスクの発生の可能性を認識した上で、発生の回避

及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、本株式に関する投資判断は、以下の記載事項及び本項以外の記載事

項を、慎重に検討した上で行われる必要があると考えられます。

　また、以下の記載は当社グループの事業又は本株式への投資に関するリスクをすべて網羅するものではありませんので、

ご注意下さい。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

(1)事業の環境について

当社グループは、製造業特化型ソリューションサービス企業であります。従い、顧客である製造業の市場環境変

化等により事業及び設備への投資が消極化された場合、当社グループの業績に影響が出る可能性があります。

また、当社グループは常に顧客の課題解決に向けた手法を研究し、サービスの高付加価値化及び差別化を図っ

ておりますが、当社の代表的なソリューションでありますPLM（プロダクト・ライフサイクル・マネジメント）

に代わり新しい課題解決方法が開発される等により、PLMの国内外における今後の市場拡大に影響が出た場合、

或いは当社グループが提供するソリューションの優位性もしくは有用性が失われた場合、当社グループの経営成

績に影響を与える可能性があります。

(2)事業の内容について

①最近の経営成績について

当社グループの当連結会計年度及び提出会社の最近５事業年度の経営の概況を参考までに掲げると以下のと

おりであります。

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

連結ベース 　      

売上高 （千円） － － 2,031,159 3,167,872 1,815,017

経常利益又は

経常損失(△)
（千円） － － 196,941 433,231 △909,581

当期純利益又は

当期純損失(△)
（千円） － － 91,421 10,042 △2,590,825

総資産額 （千円） － － 3,100,819 4,060,809 3,054,747

純資産額 （千円） － － 1,155,679 1,823,502 △1,010,930

提出会社 単体 　      

売上高 （千円） 604,250 1,084,891 1,724,484 2,598,901 1,389,246

経常利益又は

経常損失(△)
（千円） 77,324 239,957 197,586 431,151 △994,850

当期純利益又は

当期純損失(△)
（千円） 39,117 144,093 118,848 32,684 △2,895,372

総資産額 （千円） 586,404 1,298,982 2,774,591 3,591,842 2,484,614

純資産額 （千円） 513,103 1,052,797 1,183,105 1,610,753 △1,272,956

　（注）１．当社グループは第６期が連結財務諸表の作成初年度であるため、第５期までの連結会計年度に係る主要な経

営指標等の推移については記載しておりません。

２．第４期から第７期の財務諸表及び第６期から第７期の連結財務諸表に関しては、証券取引法第193条の２の

規定に基づき、第８期の財務諸表及び連結財務諸表に関しては金融商品取引法第193条の２第１項の規定に

基づき、三優監査法人の監査を受けております。
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②業歴が浅いことについて

当社グループは業歴が浅いことから、過年度の経営成績だけでは今後の当社グループの業績を予測する材料と

して不十分な面があると考えられます。特に、積極的なM&Aの実施により当社グループの経営環境は変化を続け

ており、今後の業績の予測が難しい状況であります。今後業績予測から実勢が大きく乖離した場合、当社グループ

の経営方針及び事業計画等の変更を余儀なくされる可能性があり、当社グループの業績に影響を与える可能性が

あります。

③少数かつ大口取引先への依存について

当社グループでは、少数の取引先に対する売上が売上高の過半を占めております。より多くの顧客からの引合

いに応じるため、人員の増強によって取引先数を増加させ、またサービスの一部を当社グループの開発・販売す

るパッケージソフトウェア等に代替させる事により取引先あたりの人員数の減少と新たな市場の開拓を図る方

針でありますが、現状では一取引先との間で契約内容の追加変更や契約の解除が行われた場合、当社グループの

業績に影響を与える可能性があります。

④市場販売目的のソフトウェアについて

当社グループでは、PLMパッケージソフトウェア「Speed PLMware.fi」、３D-CAD教育ツール「toremas.com」等

を開発・販売しております。当該ソフトウェア等については将来の受注販売見込みを合理的に見積もった上で計

上しておりますが、市場状況の急激な変化等により必ずしも将来の収益獲得に結びつかない可能性があります。

⑤契約締結について

当社グループは、業界の慣行から内示書等によってプロジェクトを開始し、その後正式な契約を締結する場合

があります。しかしながら、最終的に当初の内示書等から契約内容が変更された場合には、最適な人的資源の配分

を行えない可能性があり、その結果、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。

⑥プロジェクト管理について

当社グループは、顧客の満足度を左右し、当社グループのブランドイメージ及び信用力に大きな影響を与える

「プロジェクト品質」を最重要の経営指標とし、「品質管理プログラム」を運用しております。これによりプロ

ジェクトの品質を維持し、かつ、適正な収益を確保する仕組みを構築しております。しかしながら偶発的なトラブ

ルやその他予見不可能な事態の発生等によるリスクを完全にゼロにはすることはできないことから、結果的に

「品質管理プログラム」が機能せず、プロジェクトの品質が低下し採算が悪化する可能性があります。

⑦売上計上時期について

当社グループの請負契約に係る売上計上基準には原則として検収基準を採用しております。従って顧客の都合

や当社グループの納期遅延等により、契約上予定されていた期間内に顧客による検収を受けることができなかっ

た場合、売上計上時期にずれが生じ、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。

⑧海外における事業展開について

当社グループは現地法人４社をグループ会社化するなどアジア地域を中心とした海外での事業展開を行って

おります。将来、現地での政治的・社会的混乱、税制や規制等の制度の変更、為替相場の大幅な変動及びその他事

情の変化等があった場合には、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

(3)当社の事業体制について

①小規模組織であることについて

当社グループは平成20年３月31日現在、従業員241名と未だ規模が小さく、内部管理体制もこのような規模に応

じたものになっております。当社グループでは事業拡大に応じて、適切な人員の増強、より充実した社内システム

の構築、内部管理体制の充実を図っておりますが、今後これらに対し適切かつ充分な組織的対応ができなかった

場合には、組織的効率が低下し、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

②人材の確保と育成について

当社グループにおいてプロフェッショナルサービスに直接携わるスタッフは、コンサルティングファーム、

メーカー及びＳＩ会社等出身のエキスパートによって構成され、当社グループの事業遂行上必要不可欠な経営資

源であります。当社グループは積極的かつ継続的な採用活動及び各種教育プログラムに基づく人材育成を行いス

タッフの量的・質的拡充に努めておりますが、計画どおりに採用が行われなかった場合や想定どおりに人材を育

成できなかった場合、当社グループの事業拡大及び将来性に影響を与える可能性があります。
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③特定の人物への依存度について

ネクステック㈱代表取締役社長山田太郎は、当社グループの経営の最高責任者であり、著作活動やセミナー・

外部講演への出演、東京工業大学大学院（特任教授）、早稲田大学大学院(客員准教授)・東京大学大学院(非常勤講

師)・北京航空航天大学ソフトウェア学院(名誉教授)における教員としての活動等を通じて、当社グループの知名

度を高め、営業活動に多大な影響を与えてまいりました。現在、業務分掌や職務権限の委譲が進んだ事で山田太郎

への依存度は低下しつつありますが、今後何らかの理由により山田太郎が当社グループの業務を継続する事が困

難になった場合、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。

④情報管理について

当社グループの事業においては、顧客に関わるデータを取り扱うことがあり、その中には顧客の機密情報や個

人情報が含まれる場合があります。当社グループでは保有する顧客情報について厳格な管理を行っており、過去

に顧客データの漏洩が起きた事実は認識しておりません。また、これらに起因するクレームや損害賠償請求を受

けた事実もありません。しかしながら、今後顧客情報管理における何らかの問題が生じた場合、損害賠償責任の発

生や当社グループに対する信頼の低下等により、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。

(4)システムトラブル等の不具合について

当社グループが提供するシステムにおいて、当社グループの責めに帰すべき事由による不具合（誤作動、バグ、納

期遅延等）が生じた場合、損害賠償責任の発生や顧客の当社グループに対する信頼を喪失することにより、当社グ

ループの経営成績に影響を与える可能性があります。また、当社グループは、社内のコンピュータシステムに関し

て、バックアップにより災害対策を講じておりますが、地震や火災等の災害、コンピュータ・ウイルス、電力供給の

停止、通信障害、通信事業者に起因するサービスの中断や停止など、現段階では予測不可能な事由によりシステムト

ラブルが生じた場合、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。

(5)競合について

当社グループは、PLMをはじめとする製造業特化型ソリューションサービスを展開しております。当社の提供す

るサービスは、全社的な改革力、製造業に対する深い知識、システム化のための技術力等高度な専門性が問われるた

め、市場への新規参入は比較的難しいと考えられます。しかしながら、同サービス領域において、競争の激化やそれ

に伴う価格競争が発生した場合、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。

(6)知的財産権について

当社グループは、当社商標に関し、平成20年３月31日付けをもってネクステックス・コンサルティング㈱より商

標侵害にもとづく損害賠償訴訟(損害賠償請求額10,000千円の一部請求)を提起されております。当社としてはこのよ

うな訴訟を受ける根拠はないものと判断し現在係争中ですが、訴訟の結果によっては、当社グループの経営成績に

影響を与える可能性があります。

(9)新株予約権による株式希薄化について

当社は、役員及び従業員の会社業績の向上に対する意欲や士気を高めることを目的として、ストックオプション

制度を導入しております。具体的には、平成14年７月15日開催の臨時株主総会特別決議及び平成14年８月26日開催

の取締役会決議と、平成15年９月30日開催の臨時株主総会特別決議及び平成16年９月27日開催の取締役会決議と、

平成17年６月29日開催の定時株主総会並びに平成17年６月29日、平成17年７月15日及び平成18年３月20日開催の取

締役会決議に基づき、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定によるストックオプション（新株予約権）を発行

しており、平成19年６月26日開催の定時株主総会特別決議及び平成19年７月５日開催の取締役会決議に基づき、会

社法第236条、第238条及び第239条の規定によるストックオプション（新株予約権）を発行しております。これらの

ストックオプションが行使された場合、当社の１株当たりの株式価値は希薄化する可能性があります。また、当社株

式の今後の株価動向によっては短期的な需給バランスの変動が発生し、株価形成が影響を受ける可能性がありま

す。また当社は、有能な人材を確保するにあたっては、ストックオプション等のインセンティブの付与は有効な手段

の一つであると認識しております。これらのインセンティブプランの権利行使による株式発行及び将来における追

加的な発行により、更なる株式価値の希薄化が生じる可能性があります。平成20年３月31日現在、これらのストック

オプションによる潜在株式は2,108株であり、発行済株式総数15,728.86株の13.4%に相当しております。

当該制度の内容については、「第４　提出会社の状況　１．株式等の状況　（8）ストックオプション制度の内容」

をご覧ください。
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(8)第三者割当増資による株式希薄化について

当社は、債務超過を解消するための資本増強策として、平成20年６月23日開催の取締役会において、第三者割当増

資を決議いたしました。この第三者割当増資による新株式発行株数は、現物出資分、現金出資分合わせて、16,847株と

なり、これは、発行済株式総数15,728株の107.1％に相当します。

この第三者割当増資が実行された場合、当社の１株当たりの株式価値は希薄化する可能性があります。また、当社株

式の今後の株価動向によっては短期的な需給バランスの変動が発生し、株価形成が影響を受ける可能性がありま

す。

(9)上場の維持について

当社グループは、平成20年３月期決算において、ソフトウェア評価損269,822千円、ソフトウェア仮勘定評価損

226,201千円を特別損失として計上したことなどから、2,590,825千円の当期純損失を計上した結果、1,010,930千円の

債務超過になっております。

　当該状況について、債務超過を解消すべく、平成20年６月23日開催の取締役会において、山田太郎及び山口博之を

割当先とする第三者割当増資の実施を決議しました。これによる資本の増強と、当期純利益による純資産の回復と

併せて今期（平成21年３月期）中の解消を見込んでおりますが、計画の進捗が遅延し平成21年3月期末時に債務超

過解消が実現しなかった場合、東証マザーズ市場の上場廃止基準への抵触により当社株式が上場廃止の可能性があ

り、株価および株式の市場流動性について重大な影響が生じる可能性があります。当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しております。

５【経営上の重要な契約等】

 (1) オラクル・パートナー契約

契約の名称 オラクル・パートナー契約書

相手先名称 日本オラクル株式会社

契約締結日 平成15年７月１日

契約の主な内容
日本オラクル株式会社の製品又はサービスに関するビジネスを日本国内において展開するた

めに協業するもの。

契約期間
契約書締結日から１年間有効とする。ただし、期間満了の30日前までにいずれかの当事者から

書面により異議が出されない限りさらに1年間有効とし、以後も同様とする。

 (2) ＩＢＭビジネス・パートナー契約

契約の名称 ＩＢＭビジネス・パートナー契約書

相手先名称 日本アイ・ビー・エム株式会社

契約締結日 平成16年11月30日

契約の主な内容
日本アイ・ビー・エム株式会社が当社をソリューション・プロバイダーとして認定し、製品及

びサービスの取り扱いを認めるもの。

契約期間

契約期間開始日から１年経過後の暦年末までとする。その後は、２年毎に自動的に更新されるも

のとする。ただし、いずれの当事者も更新日の３ヶ月前までに書面により通知することにより本

契約を終了させることができる。

６【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社の連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

この連結財務諸表の作成にあたっては、期末日における資産及び負債、会計期間における収益及び費用に影響を与え

るような仮定や見積りを必要とします。過去の経験及び状況下において妥当と考えられた見積りであっても、仮定あ

るいは条件の変化により、実際の結果と異なる可能性があります。

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

①売上高、売上原価、売上総利益

売上高は1,815,017千円(前年同期比42.7％減)となりました。これは主として、前連結会計年度に受注いたしまし

た一部案件において、契約内容変更に伴い売上計上方法が「進行基準」から検収時に売上を計上するようにした

影響によるものです。

売上高の減少に応じ売上原価は1,402,444千円(前年同期比15.7％減)となりましたが、一部案件で利益率が低下し

たことから、売上高総利益率は22.7％となりました。

②販売費及び一般管理費、営業利益

販売費及び一般管理費は、人員の増強、並びにNextech Asia Holdings Ltd.等の子会社化及びネクステックウェイ

ブ㈱の設立による人件費の増加等により1,299,009千円(前年同期比21.9％増)となり、売上高に対する割合は71.5%

となりました。この結果、営業損失は886,436千円(前年同期は438,595千円の利益）となっております。

③営業外損益、経常利益

ポータル㈱を吸収合併した事により発生した負ののれん償却等の営業外収益が29,770千円(前年同期比105.2％

増)、借入金利息等の営業外費用が52,915千円(同166.3％増)となり、この結果、経常損失は909,581千円(前年同期は

433,231千円の利益)となっております。

④特別損益、税金等調整前当期純利益

㈱フォー・リンク・システムズ株式の売却に伴い関係会社株式売却益を計上し、特別利益が14,939千円(前年同

期比44.4％増)となりました。また、当社の製造業向け総合PLMソフトウェアパッケージ「Speed PLMware.」の販

売計画の見直しによりソフトウェア評価損を、開発計画の見直しによりソフトウェア仮勘定評価損を計上したこ

とに加え、中国連結子会社ののれんを減損したことなどにより、特別損失が1,439,415千円(前年同期比334.5％増)発

生した結果、税金等調整前当期純損失2,334,058千円(前年同期は112,255千円の利益)となっております。

 ⑤法人税等、少数株主損失、当期純利益

繰延税金資産350,294千円取り崩したため、税効果会計適用後の法人税等は358,109千円(前年同期比425.8％増)と

なりました。また子会社分の少数株主損失が101,342千円(前年同期は少数株主利益34,104千円)発生しました。この

結果、当期純損失は2,590,825千円(前年同期は10,042千円の利益)となっております。

(3) 当連結会計年度末の財政状態と資金の流動性の分析

①流動資産

当連結会計年度末における流動資産の残高は2,426,031千円となりました。主な内容は現金及び預金539,449千

円、売掛金635,092千円、たな卸資産774,866千円であります。

②固定資産

当連結会計年度末における固定資産の残高は628,715千円となりました。主な内容は投資有価証券292,698千円

であります。

③流動負債

当連結会計年度末の流動負債の残高は3,234,914千円となりました。主な内容は短期借入金1,600,000千円、１年

内返済予定長期借入金356,000千円、前受金669,011千円であります。

④固定負債

当連結会計年度末における固定負債の残高は830,763千円となりました。主な内容は社債266,400千円、長期借入

金536,000千円であります。

⑤純資産

当連結会計年度末の純資産の部の合計は△1,010,930千円となりました。その内訳は資本金402,980千円、資本剰
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余金845,186千円及び利益剰余金△2,271,813千円、自己株式△6,948千円、評価・換算差額等4,628千円、新株予約権

12,468千円、少数株主持分2,568千円であります。

⑥キャッシュフロー分析

「第２　事業の状況　１．業績等の概要　（2）キャッシュ・フロー」をご参照ください。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度の設備投資の総額は290,578千円であります。

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

　 平成20年３月31日現在

事業所名

（所在地）

事業の種類別

セグメントの名称 
設備の内容

帳簿価額（千円）

従業員数

（人）
建物

器具及び

備品

ソフト

ウェア
合計

本社

（東京都港区）

プロフェッショナル

サービス
オフィス設備 66,250 19,309 85,831 171,390 134

大阪事業所 

（大阪府大阪市）

プロフェッショナル

サービス
オフィス設備 6,767 1,901 ― 8,669 1

（注）１.上記の金額には消費税等を含めておりません。

２.建物は賃借中のものであり、設備の内容は下記のとおりであります。帳簿価額は建物附属設備について記載して

おります。

事業所名

（所在地）
設備の内容

年間賃借料

（千円）

本社

（東京都港区）
本社事務所 162,894

大阪事業所

（大阪府大阪市）
大阪事務所 5,210

(2）国内子会社

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人）

建物
器具及び
備品

ソフト
ウェア

合計

㈱ネクステックウェ

イブ

本社

(東京都港区)

プロフェッショ

ナルサービス
オフィス設備 ― 321 ― 321 14

　（注）上記の金額には消費税等を含めておりません。

(3）在外子会社

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人）

建物
器具及び
備品

ソフト
ウェア

合計

金河科技有限公司
本社

(中国 香港)

プロフェッショ

ナルサービス
オフィス設備 2,361 1,284 ― 3,646 8

北京力思泰信息技術

有限公司

本社

(中国 北京)
同上 オフィス設備 ― 2,540 ― 2,540 84

北京兆維億方科技発

展有限公司

本社

(中国 北京)

ネットワークセ

キュリティ
オフィス設備 ― 59 ― 59 0

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

該当事項はありません。

(2）重要な施設の除却等

経営の効率化を図るため、大阪事務所の閉鎖を計画しておりますが営業能力に及ぼす影響は軽微であります。

なお、閉鎖により見込まれる損失額を事業所閉鎖損失引当金として16,077千円計上しております。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 52,800

計 52,800

（注）平成20年６月30日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、発行可能株式総数は同日より10,100株増

加し、62,900株となっております。

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数(株)
（平成20年６月30日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 15,728.86 15,728.86
東京証券取引所

（マザーズ）
－

計 15,728.86 15,728.86 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　　　　旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権（ストックオプション）は、次のとおり

であります。

　　　①平成15年９月30日臨時株主総会特別決議（平成16年９月27日取締役会決議）

区分
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 10（注３） 10（注３）

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 40（注１．３） 40（注１．３）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 20,000（注１．２） 同左

新株予約権の行使期間

平成16年９月27日から平成21年９

月26日までの５年間。ただし、会社が

株式を証券取引所又は店頭市場に上

場した日から６ヶ月を経過した日ま

では行使できない。

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　20,000

資本組入額　10,000

（注１）

　

同左

　

新株予約権の行使の条件

新株予約権行使時においても当社

の役員又は従業員であることを要す

る。ただし、正当な理由のある場合並

びに相続により新株予約権を取得し

た場合で、取締役会で承認を得た場合

はこの限りでない。

権利行使は、行使時において会社が

株式を証券取引所又は店頭市場に上

場している場合のみに限る。

同左　

新株予約権の譲渡に関する事項
原則として、新株予約権の譲渡、質

入その他の処分は認めない。
同左　

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．平成16年９月27日開催の取締役会決議に基づき、平成16年10月13日をもって１株を４株に分割いたしまし

た。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使によ

り株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されています。

２．時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行又は
処分株式数

×
１株当たり払込金額
又は処分価額

調整後
払込金額

＝
調整前
払込金額

×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切上げるも

のとします。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

３．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議における新株発行決議から、退職等

の理由による権利喪失者の新株予約権の数を減じております。

４．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。調

整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとします。

　　調整後株式数　＝　調整前株式数　×分割・併合の比率
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　　　②平成15年９月30日臨時株主総会特別決議（平成16年９月27日取締役会決議）

区分
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 21（注３） 21（注３）

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 84（注１．３） 84（注１．３）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 20,000（注１．２） 　　同左

新株予約権の行使期間

平成16年９月27日から平成21年９

月26日までの５年間。ただし、会社が

株式を証券取引所又は店頭市場に上

場した日から１年を経過した日まで

は行使できない。

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　20,000

資本組入額　10,000

（注１）

　

同左

　

新株予約権の行使の条件

新株予約権行使時においても当社

の役員又は従業員であることを要す

る。ただし、正当な理由のある場合並

びに相続により新株予約権を取得し

た場合で、取締役会で承認を得た場合

はこの限りでない。

権利行使は、行使時において会社が

株式を証券取引所又は店頭市場に上

場している場合のみに限る。

同左　

新株予約権の譲渡に関する事項
原則として、新株予約権の譲渡、質

入その他の処分は認めない。
同左　

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項
－ －

　（注）１．平成16年９月27日開催の取締役会決議に基づき、平成16年10月13日をもって１株を４株に分割いたしました。

これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株

式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されています。

２．時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行又は
処分株式数

×
１株当たり払込金額
又は処分価額

調整後
払込金額

＝
調整前
払込金額

×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切上げるも

のとします。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

３．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議における新株発行決議から、退職等

の理由による権利喪失者の新株予約権の数を減じております。

４．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。調

整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとします。

　　調整後株式数　＝　調整前株式数　×分割・併合の比率
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　　　③平成17年６月29日定時主総会特別決議（平成17年６月29日取締役会決議）

区分
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 920（注２） 920（注２）

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 920（注２） 920（注２）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,244,250（注１） 　　同左

新株予約権の行使期間

平成19年７月１日から平成24年６月

30日までの５年間。ただし、権利行使

期間の最終日が当社の休業日にあた

る場合には、その前営業日を最終日と

する。

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　1,244,250

資本組入額　622,125
同左

新株予約権の行使の条件

各新株予約権の一部行使は認めら

れない。

新株予約権行使時においても当社

の役員又は従業員であることを要す

る。ただし、正当な理由のある場合並

びに相続により新株予約権を取得し

た場合で、取締役会で承認を得た場合

はこの限りでない。

同左　

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締役

会の承認を要する。
同左　

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項
－ －

　（注）１．時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により払込金額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行又は
処分株式数

×
１株当たり払込金額
又は処分価額

調整後
払込金額

＝
調整前
払込金額

×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切上げるも

のとします。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

２．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議における新株発行決議から、退職等

の理由による権利喪失者の新株予約権の数を減じております。

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。調

整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとします。

　　調整後株式数　＝　調整前株式数　×分割・併合の比率
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　　　④平成17年６月29日定時株主総会特別決議（平成17年７月15日取締役会決議）

区分
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 121（注２） 87（注２）

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 121（注２） 87（注２）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,244,250（注１） 　　同左

新株予約権の行使期間

平成19年７月１日から平成24年６

月30日までの５年間。ただし、権利行

使期間の最終日が当社の休業日にあ

たる場合には、その前営業日を最終日

とする。

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　1,244,250

資本組入額　622,125
同左

新株予約権の行使の条件

各新株予約権の一部行使は認めら

れない。

新株予約権行使時においても当社

の役員又は従業員であることを要す

る。ただし、正当な理由のある場合並

びに相続により新株予約権を取得し

た場合で、取締役会で承認を得た場合

はこの限りでない。

同左　

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締役

会の承認を要する。
同左　

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項
－ －

　（注）１．時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により払込金額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行又は
処分株式数

×
１株当たり払込金額
又は処分価額

調整後
払込金額

＝
調整前
払込金額

×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切上げるも

のとします。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

２．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議における新株発行決議から、退職等

の理由による権利喪失者の新株予約権の数を減じております。

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。調

整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとします。

　　調整後株式数　＝　調整前株式数　×分割・併合の比率
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　　　⑤平成17年６月29日定時株主総会特別決議（平成18年３月20日取締役会決議）

区分
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 508（注２） 507（注２）

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 508（注２） 507（注２）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,157,835（注１） 　　同左

新株予約権の行使期間

平成19年７月１日から平成24年６

月30日までの５年間。ただし、権利行

使期間の最終日が当社の休業日にあ

たる場合には、その前営業日を最終日

とする。

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　1,157,835

資本組入額　578,918
同左

新株予約権の行使の条件

各新株予約権の一部行使は認めら

れない。

新株予約権行使時においても当社

の役員又は従業員であることを要す

る。ただし、正当な理由のある場合並

びに相続により新株予約権を取得し

た場合で、取締役会で承認を得た場合

はこの限りでない。

同左　

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締役

会の承認を要する。
同左　

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項
－ －

　（注）１．時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により払込金額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行又は
処分株式数

×
１株当たり払込金額
又は処分価額

調整後
払込金額

＝
調整前
払込金額

×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切上げるも

のとします。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

２．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議における新株発行決議から、退職等

の理由による権利喪失者の新株予約権の数を減じております。

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。調

整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとします。

　　調整後株式数　＝　調整前株式数　×分割・併合の比率
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　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権（ストックオプション）は、次のとお

りであります。

　　　⑥平成19年６月26日定時株主総会特別決議（平成19年７月５日取締役会決議）

区分
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 435（注）２ 403（注）２

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 435（注）２ 403（注）２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 500,000（注）１ 同左

新株予約権の行使期間

平成21年７月１日から平成23

年６月30日までの２年間。ただ

し、権利行使期間の最終日が当

社の休業日にあたる場合には、

その前営業日を最終日とする。

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　500,000

資本組入額　250,000
同左

新株予約権の行使の条件

各新株予約権の一部行使は認

められない。新株予約権行使時

においても当社又は当社関係会

社の役員又は従業員であること

を要する。ただし、正当な理由の

ある場合並びに相続により新株

予約権を取得した場合で、取締

役会で承認を得た場合はこの限

りでない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
（注）４ 同左

　（注）１．時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により払込金額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行又は
処分株式数

×
１株当たり払込金額
又は処分価額

調整後
払込金額

＝
調整前
払込金額

×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切上げるもの

とします。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

２．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議における新株発行決議から、退職等

の理由による権利喪失者の新株予約権の数を減じております。

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。調

整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとします。

　　調整後株式数　＝　調整前株式数　×分割・併合の比率

４．当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る)、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転(以下総称し

て「組織再編行為」という)をする場合には、組織再編行為の効力発生の時点において権利行使していない新

株予約権の新株予約権者に対して、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社の新株予約

権を、当該組織再編行為の比率に応じてそれぞれ交付するものとします。ただし、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割契約、株式交換契約又は株式移転計画において、その旨を定めた場合に限り交付

するものとします。 
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成15年５月12日 (注１) ― 1,000 40,000 50,000 ― ―

平成15年11月１日 (注２) 1,000 2,000 ― 50,000 ― ―

平成16年２月１日 (注３) 200 2,200 30,000 80,000 30,000 30,000

平成16年３月14日 (注４) 1,100 3,300 165,000 245,000 165,000 195,000

平成16年10月13日 (注５) 9,900 13,200 ― 245,000 ― 195,000

平成17年３月15日 (注６) 1,000 14,200 148,750 393,750 246,850 441,850

平成17年４月１日
～平成18年３月31日

(注７) 748 14,948 5,730 399,480 5,730 447,580

平成18年４月６日 (注８) 332.86 15,280.86 ― 399,480 394,106 841,686

平成18年４月１日
～平成19年３月31日

(注７) 352 15,632.86 3,310 402,790 3,310 844,996

平成19年４月１日
～平成20年３月31日

(注７) 96 15,728.86 190 402,980 190 845,186

　（注）１．利益処分による利益剰余金の資本組入れ

２．株式分割　１：２

３．有償第三者割当増資

発行価格　　300,000円

資本組入額　150,000円

ウェルインベストメント㈱

４．有償第三者割当増資

発行価格　　300,000円

資本組入額　150,000円

ＳＭＢＣキャピタル㈱、他10名

５．株式分割　１：４

６．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　430,000円

引受価額　　395,600円

発行価額　　297,500円

資本組入額　148,750円

７．新株予約権の行使による増加

８．ポータル㈱との株式交換(ポータル㈱の普通株式１株に対して当社の普通株式0.013株を割当)による増加

（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況

端株の状況

（株）政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取

引業者

その他の

法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数(人) － 5 14 45 19 1 1,892 1,976  －

所有株式数(株) － 440 317 2,460 363 10 12,117 15,707 21.86　

所有株式数の割合(％) － 2.80 2.02 15.66 2.31 0.06 77.15 100.0  －

 (注)１．自己株式14.81株は「個人その他」に14株及び「端株の状況」に0.81株を含めて記載しております。

 　　２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が６株含まれております。
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（６）【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株式
数の割合(％)

山田太郎　 東京都大田区 3,960.00 25.18

三菱ＵＦＪキャピタル㈱ 東京都中央区京橋２丁目14-１ 803.25 5.11

みずほキャピタル㈱ 東京都中央区日本橋兜町４-３ 600.00 3.81

山口博之 東京都日野市 410.00 2.61

平田毅彦 東京都文京区 351.00 2.23

りそなキャピタル㈱ 東京都中央区京橋１丁目３-１ 344.00 2.19

第一生命保険相互会社 東京都中央区晴海１丁目８-12 280.00 1.78

ウェルインベストメント株式会社
東京都新宿区喜久井町65糟屋ビル３階
　　　

200.00 1.27

龍田善久 大阪府狭山市　　 198.00 1.26

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９―１　　 198.00 1.26

計 － 7,344.25 46.69

（注）発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 14 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   15,693 15,693 －

端株 21.86 － －

発行済株式総数 15,728.86 － －

総株主の議決権 － 15,693 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が６株含まれております。

　　　また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数６個が含まれております。

　２．「端株」の欄には、自己株式が0.81株含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数
の合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ネクステック㈱
東京都港区港南

２丁目16－１
14 － 14 0.09

計 － 14 － 14 0.09
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（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、当社の役員及び従業員の業績向上に対する

意欲や志気を一層高めること等を目的として、①から⑥までは旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21、⑦につ

いては会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、新株予約権を発行する方法によるものであります。

　当該制度の内容は以下のとおりであります。

①平成15年９月30日　臨時株主総会特別決議（平成16年９月27日取締役会決議）

決議年月日 平成　16年　９月　27日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役　　４

当社監査役　　１

当社従業員　　46

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況①」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

②平成15年９月30日　臨時株主総会特別決議（平成16年９月27日取締役会決議）

決議年月日 平成　16年　９月　27日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役　　４

当社監査役　　１

当社従業員　　39

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況②」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

③平成17年６月29日　定時株主総会特別決議（平成17年６月29日取締役会決議）

決議年月日 平成　17年　６月　29日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役　　４

当社監査役　　３

当社従業員　　３

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況③」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上
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代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

④平成17年６月29日　定時株主総会特別決議（平成17年７月15日取締役会決議）

決議年月日 平成　17年　７月　15日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員　　62

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況④」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

⑤平成17年６月29日　定時株主総会特別決議（平成18年３月20日取締役会決議）

決議年月日 平成　18年　３月　20日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　　３

当社従業員　　44

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況⑤」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

⑥平成19年６月26日　定時株主総会特別決議（平成19年７月５日取締役会決議）

決議年月日 平成　19年　７月　５日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役　　３

当社監査役　　４

当社従業員　 108

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況⑥」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 「（2）新株予約権等の状況⑥」に記載しております。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　旧商法第220条の７第２項の規定に基づく端株の買取請求による普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

          該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 　　　　 該当事項はありません。　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 区分 株式数（株）
価額の総額
（円）

当事業年度における取得自己株式 3.80 1,185,150

当期間における取得自己株式 ― ―

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの端株の買取による株式

は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 14.81 ― 14.81 ―

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの端株の買取による株式

は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、株主への利益還元を重要な経営課題と認識しておりますが、創業間もないこともあり、配当の方針を定め

ず今後の事業展開の拡大に備えた内部留保の充実に努めます。

　今後は、財務体質を強化しつつも、経営成績及び財政状態を勘案しながら、利益成長に見合った配当を積極的に検

討していく方針であります。

　なお、当社は「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として,中間配当を行うことができる」旨を定款に定

めております。剰余金の配当の決定機関は、期末配当につきましては株主総会、中間配当につきましては取締役会で

あります。

当事業年度の期末配当金については、剰余金が欠損となったことにより無配となっております。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） － 1,990,000 1,690,000 1,090,000 382,000

最低（円） － 1,270,000 776,000 280,000 42,400

　　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

なお、平成17年３月16日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 250,000 250,000 135,000 82,800 72,000 65,000

最低（円） 178,000 94,200 80,000 61,200 42,400 47,100

　　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。
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５【役員の状況】

役名
職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有
株式数
（株）

代表取締役

社長

執行役員社長

ＣＥＯ
山田 太郎 昭和42年５月12日生

平成５年５月 アンダーセンコンサルティング

（現　アクセンチュア㈱）入社

平成６年４月 バーンジャパン㈱（現　日本インフォ

ア・グローバル・ソリューションズ

㈱）入社

平成７年４月 プライスウォーターハウスコンサル

タント㈱（現　アイ・ビー・エムビジ

ネスコンサルティングサービス㈱）

入社

平成12年１月 Parametric Technology Corporation副社

長就任

平成13年３月 当社代表取締役社長就任（現任）

平成13年４月 東京大学大学院工学系研究科　非常勤

講師就任（現任）

平成17年５月 当社執行役員社長就任（現任）

ネクステックシステムズ㈱代表取締

役社長就任

平成17年12月 ㈱フォー・リンク・システムズ取締

役就任

平成18年４月 早稲田大学大学院 商学研究科(早稲

田大学ビジネススクール)客員准教授

就任（現任）

平成18年６月 ネクステックシステムズ㈱取締役就

任（現任） 

平成18年11月 北京航空航天大学ソフトウエア学院

名誉教授就任（現任） 

平成19年４月 ネクステックウェイブ㈱取締役就任

（現任） 

平成19年７月

 

Nextech Asia Holdings Ltd.取締役就任

（現任）

平成20年４月 東京工業大学特任教授就任（現任）

(注)４ 3,960

取締役
執行役員ＣＦＯ

CFO Office室長
斎藤 泰志 昭和47年２月４日生

平成７年４月 ㈱アプレック入社

平成13年８月 ㈱ビジネスブレイン太田昭和入社

平成15年７月 当社入社　経営管理部長就任

平成16年９月 当社取締役就任（現任）

平成17年５月 当社執行役員就任（現任）

ネクステックシステムズ㈱取締役就任

（現任）

平成17年12月 ㈱フォー・リンク・システムズ取締役

就任

平成18年５月 当社　CFO Office室長就任（現任） 

平成19年７月 Nextech Asia Holdings Ltd.取締役就任

（現任）

金河科技有限公司　取締役就任（現

任）

(注)４ 60 

取締役　

執行役員

ビジネス変革推

進第二部部長

齋藤 隆弘　 昭和44年７月16日生

平成４年５月 アンダーセンコンサルティング（現ア

クセンチュア㈱）入社

平成15年９月 当社入社

平成17年５月 当社執行役員就任（現任）

 当社ビジネス変革推進部長就任

平成19年10月 当社ビジネス変革推進第二部長就任

（現任）

平成20年６月 当社取締役就任（現任）

(注)４　 ―　
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役名
職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有
株式数
（株）

取締役　

執行役員

アカウント・リ

レーションシッ

プ・マネジメン

ト部長

川瀬 智士 昭和39年10月15日生

昭和63年４月 リクルート㈱入社

平成８年８月 プライスウォーターハウスコンサルタ

ント㈱（現　アイ・ビー・エムビジネ

スコンサルティングサービス㈱）入社

平成19年８月 当社入社

平成19年10月 当社執行役員就任（現任）

 当社ビジネス変革推進第一部長就任

平成20年２月 アカウント・リレーションシップ・マ

ネジメント部長就任（現任）

平成20年６月 当社取締役就任（現任）

(注)４　 1　

監査役

(常勤)
－ 松岡 祥治郎 昭和19年９月11日生

昭和43年４月 農林中央金庫 入社

昭和60年１月 同 ロンドン駐在員事務所長就任 

平成５年６月 同 営業第５部長就任

平成６年６月 同 営業第３部長就任

平成８年６月 同 国際企画部長就任

平成10年６月 同 検査部長就任

平成11年６月 日本信販㈱ 取締役事務システム本部

長就任

平成12年６月 ㈱組合貿易常勤監査役就任

平成18年12月 マルヤマエクセル㈱監査役就任(現任)

平成19年６月 当社常勤監査役就任(現任)

(注)５ －

監査役 － 濱尾 重忠 昭和19年１月１日生

昭和43年４月 イーグル工業㈱入社

昭和60年６月 同社取締役就任

平成元年６月 同社常務取締役就任

平成４年６月 同社専務取締役就任

平成７年６月 同社代表取締役副社長就任

平成15年３月 当社常勤監査役就任

平成17年５月 ネクステックシステムズ㈱常勤監査役

就任（現任）

平成17年10月 ㈱エヌシーネットワーク監査役就任

（現任）

平成17年12月 ㈱フォー・リンク・システムズ監査役

就任（現任）

平成19年５月 当社監査役就任(現任)

平成19年７月 テック情報㈱代表取締役社長就任(現

任)

 徳島データサービス㈱代表取締役社長

就任(現任)

 プログレステクノロジーズ㈱監査役就

任(現任)

(注)６ 32 

監査役 － 山本 俊太郎 昭和18年９月17日生

昭和41年４月 ㈱新潟鐵工所入社

平成元年９月 新潟MIT㈱取締役管理部長兼営業部

長就任

平成６年８月 ㈱新潟鐵工所業務推進室企画管理部

長就任

平成７年５月 同社企画室企画部長就任

平成７年10月 同社理事企画室企画部長就任

平成10年６月 同社取締役新潟支社長就任

平成12年６月 同社監査役就任

平成13年６月 同社常勤監査役就任

平成20年６月 当社監査役就任（現任）

(注)６ －

　 　 　 　 計 　 4,053

（注）１．監査役　松岡祥治郎、濱尾重忠及び山本俊太郎は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

 　　 ２．当社では、業務執行の一層の迅速化及び効率化を図るため、平成17年５月16日より執行役員制度を導入しており

ます。

　　　　　執行役員は現在７名で構成されており、取締役の兼務を除く執行役員は下記のとおりであります。

　　　　　執行役員　ＣＴＯ、技術研究開発部長　　　　　　　　　　　　　　　山口　博之

　　　　　執行役員　テクノロジー・ディベロップメント部長 　　　　　　　　 松永　恒

　　　　　執行役員　ＣＡＯ（CAO Office 室長）　　　　　　　　　　　　　　 中村　洋一

　　　３．職名及び略歴に記載されている英文職名は以下の略称です。

ＣＥＯ：Chief Executive Officer
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ＣＴＯ：Chief Technology Officer

ＣＦＯ：Chief Financial Officer

ＣＡＯ：Chief Administration Officer

　　　４．平成20年６月30日開催の定時株主総会の終結の時から１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定

時株主総会の終結の時まで

　　　５．平成19年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定

時株主総会の終結の時まで

　　　６．平成20年６月30日開催の定時株主総会の終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定

時株主総会の終結の時まで
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社では、継続的に企業価値を高めていくため、企業経営の適法性及び効率性を確保する諸施策を講じ、コンプ

ライアンス遵守並びに社内外に対する経営の透明性の向上を徹底し、コーポレート・ガバナンスの充実を図って

まいりました。

また、各事業年度における経営方針に企業倫理の徹底を掲げ、社内に普及・浸透させるための施策を講じてお

ります。

（１）会社の機関の内容及び内部統制システム整備の状況

①　会社の機関の基本説明

当社は監査役制度採用会社であります。

取締役会については４名で構成されております。また、業務執行の迅速化及び効率化を目的として、執行役員制

度を導入しております。

なお、業務執行・監視の仕組みは、以下のとおりであります。

②　機関の内容及び内部統制の状況

ａ．取締役会によるモニタリング

取締役会は、少なくとも毎月１回は開催され、会社法等法律並びに取締役会規程に基づく項目について

審議決定され、また報告される毎月の業務の執行の状況が審議され、もって経営の適法性、効率性に関する

監視・監督を行っています。

　なお、取締役会には、監査役３名も出席して積極的に議論を行うことにより、監督機能の強化を図ってお

ります。

ｂ．監査役によるモニタリング

　　　　　　　　監査役は、取締役会等の重要な会議に出席するほか、監査法人や内部監査担当者と連携し、取締役の職務執行に対

する監査を行っております。

ｃ．内部監査の実施

　　　　　　　　内部監査は、代表取締役社長ＣＥＯ直轄の内部監査担当(１名)が、各年度において決定された内部監査計画に基づ

いて実施しております。内部監査報告書は代表取締役及び監査役に報告され、改善計画により改善される

仕組みになっております。

ｄ．執行役員会議の設置

会社の業務執行に関する重要事項を協議する機関として「執行役員会議」を設置しております。この会

議体は、取締役会によって選任された執行役員７名で構成されております。
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③　会計監査の状況

 　 当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名等は以下のとおりであります。

業務を執行した公認会計士の氏名等 所属する監査法人

業務執行社員　杉田　純 三優監査法人

業務執行社員　小林　昌敏 三優監査法人

 　なお、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士５名、会計士補２名、その他５名であります。

④　社外監査役との関係

　　　当社の社外監査役である濱尾重忠は、当社の株式を32株保有しております。なお、人的関係又は取引関係その他

の利害関係はありません。

　また、当社の社外監査役である松岡祥治郎及び山本俊太郎とは、人的関係又は取引関係その他の利害関係はあ

りません

（２）リスク管理体制の整備の状況

当社のリスク管理の体制は、各プロジェクト毎にプロジェクトの推進を担うプロジェクトマネージャに加え、

プロジェクトの最高責任者であるプロジェクト担当ディレクター、プロジェクトの品質管理を担当する品質管理

担当ディレクターを配置しております。更に、マネージャ及びディレクターで構成されるマネージャミーティン

グを毎月開催し、品質管理プログラムに基づくクレームや不具合の発生防止、プロジェクト品質の向上に取り組

んでおります。

（３）コンプライアンスへの取り組み

当社のコンプライアンスへの取り組みとしては、当社従業員としての行動規範等を記載した「ガイドライン」

を作成、配布し、年数回行われる全社会議等において教育を徹底しております。

なお、当該「ガイドライン」には、法規範の遵守をはじめ、守秘義務管理、利益相反の禁止、外注先との適正取

引、個人情報及びプライバシーの保護、差別の禁止、セクハラの禁止、人権の尊重、接待及び贈答の制限、インサイ

ダー取引の禁止等について記載しております。

（４）役員報酬の内容

　　　　　　取締役の年間報酬総額　46,610千円（内社外取締役4,500千円）

　　　　　　監査役の年間報酬総額　14,925千円

（５）監査報酬の内容

　　　　　　公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　16,765千円

（６）責任限定契約の概要

当社と社外監査役は、会社法第427第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約

を締結しており、社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、同法第427条第１項

に規定する最低責任限度額を限度として、その責任を負います。

なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大

な過失がないときに限られます。

（７）取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

（８）取締役の員数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。
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（９）株主総会決議事項を取締役会で決議することとした事項

①　自己の株式の取得

当社は、自己の株式の取得について、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の

株式を取得することが出来る旨定款に定めております。これは、企業環境の変化に対応し、機動的な経営を遂

行することを目的とするものであります。

②　中間配当

当社は、中間配当について、機動的な配当の実施を行うため取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準

日として中間配当をすることができる旨定款に定めております。

③　取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役の責任免除について、会社法426条第１項により、任務を怠ったことによる取締

役（取締役であったものを含む。）及び監査役（監査役であったものを含む。）の損害賠償責任を、法令の限

度において、取締役会の決議によって免除することができる旨定款に定めております。これは取締役および

監査役がその期待される役割を十分に発揮できることを目的とするものであります。　

（10）株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することが出来る株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。

EDINET提出書類

ネクステック株式会社(E05472)

有価証券報告書

38/96



第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の

連結財務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、三優監査法人に

より監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  425,895   539,449  

２．売掛金 　  1,316,367   635,092  

３．たな卸資産 　  47,595   774,866  

４．前渡金 　  －   324,677  

５．繰延税金資産 　  －   65,448  

６．その他 　  101,181   86,496  

貸倒引当金 　  △21,630   －  

流動資産合計 　  1,869,410 46.0  2,426,031 79.4

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1）建物 　 119,859   112,779   

減価償却累計額 　 25,533 94,325  37,399 75,379  

(2）器具及び備品 　 89,612   76,040   

減価償却累計額 　 39,658 49,954  50,623 25,417  

有形固定資産合計 　  144,280 3.6  100,797 3.3

２．無形固定資産 　       

(1）ソフトウェア 　  276,411   79,499  

(2）ソフトウェア仮勘定 　  348,710   2,406  

(3）のれん 　  681,913   －  

(4）その他 　  24,116   10,899  

無形固定資産合計 　  1,331,151 32.8  92,806 3.1

３．投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 ※１　  32,750   292,698  

(2）繰延税金資産 　  527,474   －  

(3）その他 　  160,611   142,413  

貸倒引当金 　  △4,869   －  

投資その他の資産合計 　  715,966 17.6  435,112 14.2

固定資産合計 　  2,191,399 54.0  628,715 20.6

資産合計 　  4,060,809 100.0  3,054,747 100.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．買掛金 　  186,319   221,434  

２．短期借入金   1,025,000   1,600,000  

３．１年内返済予定
　　長期借入金

　  244,092   356,000  

４．１年内償還予定社債 　  －   133,600  

５．前受金 　  －   669,011  

６．未払法人税等 　  5,341   8,530  

７．繰延税金負債 　  111,731   －  

８．受注損失引当金 　  －   76,595  

９．事業所閉鎖損失引当金 　  －   16,077  

10．その他 　  253,303   153,664  

流動負債合計 　  1,825,788 45.0  3,234,914 105.9

Ⅱ　固定負債 　       

１．社債 　  －   266,400  

２．長期借入金 　  373,700   536,000  

３．その他 　  37,818   28,363  

固定負債合計 　  411,518 10.1  830,763 27.2

負債合計 　  2,237,306 55.1  4,065,677 133.1

　 　       

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  402,790 9.9  402,980 13.2

２．資本剰余金 　  844,996 20.8  845,186 27.7

３．利益剰余金 　  319,012 7.9  △2,271,813 △74.4

４．自己株式 　  △5,763 △0.2  △6,948 △0.2

　　株主資本合計 　  1,561,034 38.4  △1,030,596 △33.7

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．為替換算調整勘定 　  － －  4,628 0.1

　　評価・換算差額等合計 　  － －  4,628 0.1

Ⅲ　新株予約権 　  － －  12,468 0.4

Ⅳ　少数株主持分 　  262,467 6.5  2,568 0.1

純資産合計 　  1,823,502 44.9  △1,010,930 △33.1

負債純資産合計 　  4,060,809 100.0  3,054,747 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  3,167,872 100.0  1,815,017 100.0

Ⅱ　売上原価 　  1,663,710 52.5  1,402,444 77.3

売上総利益 　  1,504,162 47.5  412,572 22.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費  ※１,２  1,065,566 33.6  1,299,009 71.5

営業利益又は
営業損失(△) 　  438,595 13.9  △886,436 △48.8

Ⅳ　営業外収益 　       

１．印税収入 　 2,797   －   

２．負ののれん償却 　 9,454   9,454   

３．持分法による投資利益 　 －   12,082   

４．受取手数料 　 －   3,950   

５．その他 　 2,256 14,508 0.4 4,283 29,770 1.6

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 16,663   33,271   

２．社債発行費 　 －   7,600   

３．為替差損 　 －   9,797   

４．その他 　 3,209 19,873 0.6 2,245 52,915 2.9

経常利益又は
経常損失(△) 　  433,231 13.7  △909,581 △50.1

Ⅵ　特別利益 　       

  １．貸倒引当金戻入益 　 9,533   －   

  ２．償却債権取立益 　 －   5,558   

  ３．関係会社株式売却益 　 －   9,380   

  ４．その他 　 810 10,343 0.3 － 14,939 0.8

Ⅶ　特別損失 　       

１．ソフトウェア評価損  －   269,822   

２．ソフトウェア仮勘定評
価損 

　 321,318   226,201   

３．契約変更損 　 －   439,806   

４．減損損失
※３
　

－   464,127   

５．事業所閉鎖損失引当金
繰入

　 －   16,077   

５．その他 　 10,000 331,318 10.5 23,379 1,439,415 79.3

税金等調整前当期純利益
又は税金等調整前当期純
損失(△)

　  112,255 3.5  △2,334,058 △128.6

法人税、住民税及び
事業税

　 1,620   7,296   

法人税等調整額 　 66,488 68,109 2.1 350,813 358,109 19.7

 少数株主利益又は
 少数株主損失(△) 　  34,104 1.1  △101,342 △5.6

当期純利益又は
当期純損失(△) 　  10,042 0.3  △2,590,825 △142.7
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

少数株主持分 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高

（千円）
399,480 447,580 308,619 － 1,155,679 150,321 1,306,000

当連結会計年度中の変動額        

新株の発行 3,310 3,310 － － 6,620 － 6,620

当期純利益 － － 10,042 － 10,042 － 10,042

自己株式の取得 － － － △5,763 △5,763 － △5,763

株式交換 － 394,106 － － 394,106 － 394,106

連結子会社の合併による

増加
－ － 350 － 350 － 350

株主資本以外の項目の当連結

会計年度中の変動額（純額）
－ － － － － 112,146 112,146

当連結会計年度中の変動額合計

（千円）
3,310 397,416 10,393 △5,763 405,355 112,146 517,501

平成19年３月31日　残高

（千円）
402,790 844,996 319,012 △5,763 1,561,034 262,467 1,823,502

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高

（千円）
402,790 844,996 319,012 △5,763 1,561,034

当連結会計年度中の変動額      

新株の発行 190 190 － － 380

当期純損失 － － △2,590,825 － △2,590,825

自己株式の取得 － － － △1,185 △1,185

株主資本以外の項目の当連結

会計年度中の変動額（純額）
－ － － － －

当連結会計年度中の変動額合計

（千円）
190 190 △2,590,825 △1,185 △2,591,630

平成20年３月31日 残高(千円) 402,980 845,186 △2,271,813 △6,948 △1,030,596

 

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
為替換算調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日　残高

（千円）
－ － － 262,467 1,823,502

当連結会計年度中の変動額      

新株の発行 － － － － 380

当期純損失 － － － － △2,590,825

自己株式の取得 － － － － △1,185

株主資本以外の項目の当連結

会計年度中の変動額（純額）
4,628 4,628 12,468 △259,899 △242,802

当連結会計年度中の変動額合計

（千円）
4,628 4,628 12,468 △259,899 △2,834,433

平成20年３月31日 残高(千円) 4,628 4,628 12,468 2,568 △1,010,930

EDINET提出書類

ネクステック株式会社(E05472)

有価証券報告書

43/96



④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記

番号
金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　   

税金等調整前当期純利益 　 112,255 △2,334,058

減価償却費 　 174,734 125,632

のれん償却額 　 19,388 33,652

負ののれん償却額 　 △9,454 △9,454

貸倒引当金の減少額 　 △9,533 ―

受注損失引当金の増加額 　 ― 76,595

事業所閉鎖損失引当金の増加額 　 ― 16,077

ソフトウェア評価損 　 ― 269,822

ソフトウェア仮勘定評価損 　 321,318 226,201

契約変更損 　 ― 439,806

減損損失 　 ― 464,127

受取利息及び受取配当金 　 △359 △1,965

支払利息 　 16,663 33,271

社債発行費 　 ― 7,600

為替差損益（益：△） 　 △7,596 9,100

持分法による投資利益 　 ― △12,082

売上債権の増減額（増加：△） 　 △455,142 574,030

破産更生債権等の減少額 　 21,198 ―

未収入金の増減額（増加：△） 　 △29,943 21,962

たな卸資産の増加額 　 △37,612 △399,535

仕入債務の減少額 　 △32,492 △415,352

未払金の増減額（減少：△） 　 8,981 △18,442

前払費用の増加額 　 △5,741 △2,964

未払費用の増減額（減少：△） 　 10,962 △7,311

未払消費税等の増減額
（減少：△）

　 10,016 △8,666

未収消費税等の増減額
（増加：△）

　 17,890 △5,697

その他 　 17,351 △10,661

小計 　 142,885 △928,308

利息及び配当金の受取額 　 359 1,965

利息の支払額 　 △15,108 △37,572

法人税等の支払額 　 △80,383 △853

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 47,753 △964,768
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記

番号
金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　   

有形固定資産の取得による支出 　 △72,311 △5,289

無形固定資産の取得による支出 　 △448,858 △295,901

連結の範囲の変更を伴う
子会社株式の取得による支出

※２ △326,397 －

株式交換による子会社資金
の受入額 

　 5,462 －

関係会社株式の売却による収入 ※４ － 65,883

敷金・保証金の支出 　 △40,288 －

敷金・保証金の返還による収入 　 900 －

少数株主からの払込みによる収入 　 － 12,148

その他 　 △1,215 △3,888

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △882,707 △227,046

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　   

短期借入れによる収入 　 1,230,000 4,810,666

短期借入金の返済による支出 　 △784,690 △4,200,000

長期借入れによる収入 　 100,000 650,000

長期借入金の返済による支出 　 △345,001 △330,000

社債の発行による収入 　 － 392,367

株式の発行による収入 　 5,831 21

自己株式の取得による支出 　 △5,763 △1,185

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 200,377 1,321,870

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 7,596 △15,301

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額
（減少：△）

　 △626,981 114,754

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 1,051,676 424,695

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 424,695 539,449
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ――――――――――

 

 

 当社グループは、当連結会計年度において、886,436千円の

重要な営業損失および909,581千円の重要な経常損失、並び

に1,439,415千円の特別損失の発生により、2,590,825千円の

当期純損失を計上した結果、1,010,930千円の債務超過に

なっております。当該状況により、継続企業の前提に関す

る重要な疑義が存在しております。

　

 当社グループの当連結会計年度における重要な営業損失

および経常損失は、①ソフトウェア販売において販売計画

が未達であったこと、②一部プロジェクトおいて、契約の

見直しを行ったこと等によるものであります。

 ①のソフトウェア販売につきましては販売計画の見直し

を行うこと等により496,023千円を、②のプロジェクト契約

の見直しにより439,806千円を、特別損失に計上致しまし

た。

 これに加えて、中国の連結子会社における収益計画の未

達に伴い、のれんの帳簿価額435,619千円の減損により特別

損失を計上致しました。

 当社グループは、当該状況を解消すべく以下の施策を進

めております。

１． 翌連結会計年度以降の利益回復を実現させる施策

① プロジェクトの品質管理体制の強化

契約期間・契約形態など受注方法を見直し、品質管理の徹

底を図ります。

② コスト削減

販売促進費の抑制等、経費の削減に努めます。

③ 中国の連結子会社における経営改善

人員削減等のリストラクチャリングを行います。

２． 資金面における施策

① 債務超過の解消

債務超過を解消すべく、平成20年６月23日開催の取締役会

において、山田太郎及び山口博之を割当先とする第三者割

当増資の実施を決議しました。これによる資本の増強と、

当期純利益による純資産の回復と併せて翌連結会計年度

中の解消を見込んでおります。

 

 なお、当連結会計年度に契約内容の変更を行い、検収時の

売上計上となった案件の売上が、翌連結会計年度に計上さ

れる見通しであり、利益回復の実現を見込んでおります。

 当連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、上記のような重要な疑義の影響を当連結財務諸表には

反映しておりません。
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数　５社

連結子会社の名称

　ネクステックシステムズ㈱

　㈱フォー・リンク・システムズ

　Goldsworth Assets Ltd.

　金河科技有限公司

　北京兆維億方科技発展有限公司

※Goldsworth Assets Ltd.については平成19年３月19

日に株式取得及び第三者割当増資引受により当社

の連結子会社であるネクステックシステムズ㈱の

子会社となったため、同社及び同社の子会社である

金河科技有限公司及び北京兆維億方科技発展有限

公司を当連結会計年度より連結の範囲に含めてお

ります。

連結子会社の数　６社

連結子会社の名称

　ネクステックシステムズ㈱

　ネクステックウェイブ㈱

  Nextech Asia Holdings Ltd.

  金河科技有限公司

　北京兆維億方科技発展有限公司

　北京力思泰信息技術有限公司

※ネクステックウェイブ㈱については当連結会計

年度中に新たに設立したため、連結の範囲に含めて

おります。

※㈱フォー・リンク・システムズについては当連

結会計年度に株式を売却したことにより、連結の範

囲から除外しております。

※Nextech Asia Holdings Ltd.については、当連結会

計年度中にGoldsworth Assets Ltd.から社名変更して

おります。

※北京力思泰信息技術有限公司については、当連結

会計年度中に新たに設立したため、連結の範囲に含

めております。

２．持分法の適用に関する

　　事項

非連結子会社及び関連会社がないため、該当事項

はありません。

持分法適用の関連会社の数 １社

会社の名称

　㈱フォー・リンク・システムズ

※㈱フォー・リンク・システムズ

については、当連結会計年度に株式を売却したこ

とから、連結の範囲から除外し、持分法適用の関連

会社に含めております。

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

決算日が連結決算日と異なる連結子会社は次の通

りです。

会社名　 決算日

 Goldsworth Assets Ltd. 1月31日

 金河科技有限公司 9月30日

 北京兆維億方科技発展有限公司 12月31日

※Goldsworth Assets Ltd.については同社の事業年

度に係る財務諸表を使用し、連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。

※金河科技有限公司及び北京兆維億方科技発展有

限公司については、平成19年1月31日現在で実施し

た仮決算に基づく財務諸表を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

決算日が連結決算日と異なる連結子会社は次の通

りです。

会社名　 決算日

 Nextech Asia Holdings Ltd. 12月31日

 金河科技有限公司 9月30日

 北京兆維億方科技発展有限公司 12月31日

 北京力思泰信息技術有限公司 12月31日

※Nextech Asia Holdings Ltd.、北京兆維億方科技発

展有限公司及び北京力思泰信息技術有限公司につ

いては各社の事業年度に係る財務諸表を使用し、

連結決算日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。

※金河科技有限公司については、平成19年12月31

日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っております。

※従来、Nextech Asia Holdings Ltd.については、1月

31日を決算日としていましたが、当連結会計年度

より12月31日に決算日を変更しました。

　この決算期変更により、Nextech Asia Holdings Ltd.

及びその子会社３社については、平成19年2月1日

から平成19年12月31日までの11ヶ月決算となって

おります。
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

４．会計処理基準に関する事

項

　 　

 (1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法

 イ 有価証券

(イ)その他有価証券

────────

 イ 有価証券

(イ)その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価等に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)を採用しております。

　 時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

時価のないもの

同左

　 ロ　たな卸資産

(1) 商品

総平均法による原価法を採用しております。

(2) 仕掛品

個別法による原価法を採用しております。

(3) 貯蔵品

最終仕入原価法による原価法を採用しております。

ロ　たな卸資産

(1) 商品

同左

(2) 仕掛品

同左

(3) 貯蔵品

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法

イ 有形固定資産

定率法によっております。ただし在外子会社につ

いては定額法によっております。なお、主な耐用年

数は以下のとおりであります。

建物　　８～18年

器具及び備品　４～15年

イ 有形固定資産

同左

 ロ 無形固定資産

定額法によっております。なお、市場販売目的のソ

フトウェア及びコンテンツについては、見込有効期

間(３年)における見込販売収益に基づく償却額と

販売可能な残存有効期間に基づく均等配分額を比

較しいずれか大きい金額を計上しております。自社

利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

ロ 無形固定資産

定額法によっております。なお、市場販売目的のソ

フトウェアについては、見込有効期間(３年)におけ

る見込販売収益に基づく償却額と販売可能な残存

有効期間に基づく均等配分額を比較しいずれか大

きい金額を計上しております。自社利用のソフト

ウェアについては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっております。

 ハ 長期前払費用

当社は均等償却によっております。

ハ 長期前払費用

同左

(3) 重要な引当金の計上基準 イ 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

イ 貸倒引当金

同左

 ロ　　　　　　───────── ロ 受注損失引当金

 受注案件に係る将来の損失に備えるため、当連結

会計年度末における受注案件のうち、損失の発生

が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ること

ができるものについて、その損失見込額を計上し

ております。 

 ハ　　　　　　───────── ハ 事業所閉鎖損失引当金

 事業所の閉鎖に伴い、発生が見込まれる原状回復

費用・固定資産除却損等について合理的な見積額

を計上しております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(4) 重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算の

基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会社等の資産及び負

債は連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

しております。 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会社の資産及び負債

は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部における為替換算調

整勘定及び少数株主持分に含めて計上しておりま

す。

(5) 重要なリース取引の処理方

法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

(6) 収益及び費用の計上基準 当社の収益及び費用の計上は、原則として検収基準

によっております。ただし、作業期間が６ヶ月超、か

つ、受注金額が５千万円以上で、収益及び費用の見

積りが可能なプロジェクトについては、進行基準を

採用しております。

同左

(7) その他連結財務諸表作成の

ための重要な事項

　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

　消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法によっております。

同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

のれん及び負ののれんは、発生年度において実質的

判断による償却期間の見積りが可能なものはその

見積り年数で、その他については５年間の均等償却

を行っております。

同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資であります。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） ─────────

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月９

日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日)を適用しております。これまでの「資本の部」の

合計に相当する金額は1,561,034千円であります。なお、当

連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の連結財

務諸表規則により作成しております。

 

（企業結合に係る会計基準等） ─────────

 当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」(企業

会計審議会 平成15年10月31日)及び「事業分離等に関する

会計基準」(企業会計基準第7号 平成17年12月27日)並びに

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」(企業会計基準適用指針第10号 最終改正平成18年

12月22日)を適用しております。

 これに伴い、連結貸借対照表上、前連結会計年度において

無形固定資産として区分掲記していた「連結調整勘定」

については、「のれん」とし、連結キャッシュ・フロー計

算書上、前連結会計年度において区分表示していた「連結

調整勘定償却額」については、「のれん償却額」として表

示しております。

 

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） ─────────

 当連結会計年度より、「繰延資産の会計処理に関する当

面の取扱い」（実務対応報告第19号 平成18年8月11日）

を適用しております。

 これに伴い、前連結会計年度において営業外費用の内訳

として表示しております「新株発行費」については「株

式交付費」（当連結会計年度は788千円）とし、営業外費

用の総額の100分の10以下となったため、営業外費用の

「その他」に含めて表示することにいたしました。

 

（ストック・オプション等に関する会計基準） ─────────

 当連結会計年度より、「ストック・オプション等に関す

る会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）

及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第11号 最終改正平成18年５

月31日)を適用しております。これによる損益に与える影響

はありません。

 

───────── (減価償却方法の変更）
  当社及び国内連結子会社は、当連結会計年度から、法人税

法の改正に伴い、平成19年4月1日以降に取得した有形固定

資産の減価償却方法については、改正後の法人税法に基づ

く方法に変更しております。

 これによる損益に与える影響は軽微であります。

EDINET提出書類

ネクステック株式会社(E05472)

有価証券報告書

50/96



表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

―――――――――――  (連結貸借対照表関係)

１．流動資産の「前渡金」は、前連結会計年度は「その

他」に含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増し

たため区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「そ

の他」に含まれている「前渡金」は31千円であります。 

 ２．流動負債の「前受金」は、前連結会計年度は「その

他」に含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増し

たため区分掲記しております。なお前連結会計年度の「そ

の他」に含まれている「前受金」は11,342千円であります。

 

 (連結損益計算書関係)

１．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「助成金

収入」(当連結会計年度は78千円)は、営業外収益の総額の

100分の10以下となったため、営業外収益の「その他」に含

めて表示することにいたしました。 

―――――――――――

２．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「為替差

損」(当連結会計年度は294千円)は、営業外費用の総額の100

分の10以下となったため、営業外費用の「その他」に含め

て表示することにいたしました。

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．営業活動によるキャッシュ・フローの「為替差益」

は、前連結会計年度は「その他」に含めて表示しておりま

したが、金額的重要性が増したため区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「為替

差益」は74千円であります。 

――――――――――― 

２．営業活動によるキャッシュ・フローの「破産更生債権

等の減少額」は、前連結会計年度は「その他」に含めて表

示しておりましたが、金額的重要性が増したため区分掲記

しております。なお、前連結会計年度の「その他」に含まれ

ている「破産更生債権等の増加額」は△4,644千円でありま

す。 

 

３．営業活動によるキャッシュ・フローの「前払費用の増

加額」は、前連結会計年度は「その他」に含めて表示して

おりましたが、金額的重要性が増したため区分掲記してお

ります。なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「前払費用の増加額」は6,719千円であります。  

 

４．営業活動によるキャッシュ・フローの「未払費用の増

加額」は、前連結会計年度は「その他」に含めて表示して

おりましたが、金額的重要性が増したため区分掲記してお

ります。なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「未払費用の増加額」は4,866千円であります。  

 

５．営業活動によるキャッシュ・フローの「未収入金の増

加額」は、前連結会計年度は「その他」に含めて表示して

おりましたが、金額的重要性が増したため区分掲記してお

ります。なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「未収入金の増加額」は5,947千円であります。   
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

６．前連結会計年度まで区分掲記しておりました営業活動

によるキャッシュ・フローの「預り金の増加額」は金額的

重要性が乏しくなったため、「その他」に含めております。

なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている「預り

金の増加額」は1,460千円であります。

 

追加情報

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

─────────  当社及び国内連結子会社は、当連結会計年度より、平成19

年３月31日以前に取得した有形固定資産については、改正

前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得

価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しておりま

す。

 これによる損益に与える影響は軽微であります。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１．　―――――――――― ※１．関連会社に対するものは次のとおりであります。

 投資有価証券（株式） 282,998千円 

　２．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行４行と当座貸越契約を締結しております。これら契約に

基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。

　２．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行４行と当座貸越契約を締結しております。これら契約に

基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。

 当座貸越限度額の総額 2,500,000千円 

 借入実行残高 1,000,000千円

 差引額 1,500,000千円

 当座貸越限度額の総額 2,300,000千円 

 借入実行残高 1,600,000千円

 差引額 700,000千円

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給与手当　　　　　　　　　　　　309,697千円

役員報酬      　　　　　　　　　109,509千円

賃借料　  　　　　　　　　   　 113,900千円

のれん償却額　　　　　　　　　　 19,388千円

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給与手当　　　　　　　　　　　　437,296千円

のれん償却額　　　　　　　　　　 33,652千円

※２．一般管理費に含まれる研究開発費

231千円

※２．　　　　　―――――――――――

※３．　　　　　――――――――――― ※３．減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しました。

(１)減損損失を認識した主な資産

用途 種類　 会社名

遊休資産 ソフトウェア 北京兆維億方科技発展有限公司

その他　
のれん　 北京兆維億方科技発展有限公司

のれん　 Nextech Asia Holdings Ltd.

(２)減損損失の認識に至った経緯

　遊休資産については、将来における具体的な使用計画が

なく、将来の利用見込みが極めて不透明であるため、当該

資産の帳簿価額を全額減額し、またのれんについては、株

式取得時に策定した事業計画において、当初想定していた

収益を見込めなくなったことから当該資産の帳簿価額を

全額減額し、減損損失として特別損失に計上しておりま

す。

(３)減損損失の金額

のれん 435,619千円

ソフトウェア 28,508千円

合計 464,127千円

(４)資産のグルーピングの方法

　当社グループは減損会計の適用にあたり投資先（関係会

社）ごとに資産のグルーピングを行っております。遊休資

産については当該資産単位にてグルーピングを行ってお

ります。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式（注）１ 14,948.00 684.86 － 15,632.86

合計 14,948.00 684.86 － 15,632.86

自己株式     

普通株式（注）２ － 11.01 － 11.01

合計 － 11.01 － 11.01

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加684.86株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加352株、ポータル㈱との株

式交換（ポータル㈱の普通株式1株に対して当社の普通株式0.013株を割当）による増加332.86株であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加は、端株の買取によるものであります。

２．配当に関する事項

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式（注）１ 15,632.86 96.00 － 15,728.86

合計 15,632.86 96.00 － 15,728.86

自己株式     

普通株式（注）２ 11.01 3.80 － 14.81

合計 11.01 3.80 － 14.81

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加は、新株予約権の権利行使による新株の発行によるものであります。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加は、端株の買取によるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 　

区分 新株予約権の内訳

新株予約権の

目的となる

株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計

年度末残高

（千円）
前連結会計

年度末

当連結会計

年度増加

当第連結会

計年度減少

当連結会計

年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプション

としての新株予約権
― ― ― ― ― 12,468

合計 ― ― ― ― ― 12,468

３．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成20年３月31日現在）

現金及び預金勘定 425,895千円
預入期間が３ヶ月を超える
定期預金及び定期積金

1,200千円

現金及び現金同等物 424,695千円

現金及び預金勘定 539,449千円
現金及び現金同等物 539,449千円

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳

 株式の取得により新たにGoldsworth Assets Ltd.とその連

結子会社２社を連結したことに伴う連結開始時の資産及

び負債の内訳並びに株式の取得価額と取得のための支出

(純額)との関係は次のとおりです。
 流動資産 52,626千円 
 固定資産 52,059千円 
 のれん 454,103千円 
 流動負債 △109,261千円 
 少数株主持分 △78,041千円 

 株式の取得価額 371,486千円 
 未払額 △12,861千円 
 新規連結子会社の現金及び現金同等物 △32,227千円 

 差引:新規連結子会社取得のための支出 326,397千円 

※２．　　　　――――――――――

　３．当連結会計年度にポータル㈱より引き継いだ資産及

び負債の主な内訳は次のとおりであります。また、合併によ

り増加した資本準備金は394,106千円であります。
 流動資産 102,033千円 
 固定資産 1,718千円 
  資産計 103,752千円 
 流動負債 102,215千円 
  負債計 102,215千円 

　３．　　　　――――――――――

※４．　　　　――――――――――　 ※４．当連結会計年度に株式の売却により連結子会社でな

くなった会社の資産及び負債の主な内訳　

　株式の売却により㈱フォー・リンク・システムズが連

結子会社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負債

の内訳並びに㈱フォー・リンク・システムズの売却価額

と売却による収入は次のとおりであります。
 流動資産 254,575千円　
 固定資産　 265,189千円　
 のれん　 227,809千円　
 流動負債　 108,855千円　
 固定負債　 29,700千円　
 少数株主持分　 187,481千円　
 未売却残高　 274,917千円　
 株式売却益　 9,380千円　
 ㈱フォー・リンク・システムズ売却価額

　
156,000千円　

 ㈱フォー・リンク・システムズ現金及び

 現金同等物　　

90,116千円　

 売却による収入　 65,883千円　
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

器具及び備品 44,345 11,029 33,316

車両 4,067 1,468 2,598

ソフトウェア 45,169 39,702 5,466

合計 93,581 52,200 41,381

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

器具及び備品 44,345 19,466 24,878

ソフトウェア 20,400 5,372 15,027

合計 64,745 24,839 39,906

②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 11,173千円

１年超 31,435千円

合計 42,609千円

１年内 12,558千円

１年超 28,860千円

合計 41,419千円

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 15,743千円

減価償却費相当額 10,509千円

支払利息相当額 1,664千円

支払リース料 12,336千円

減価償却費相当額 11,277千円

支払利息相当額 1,343千円

④　減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

同左

２．　　―――――――――――― ２．オペレーティングリース取引

 　　未経過リース料

１年内 16,665千円

１年超 1,500千円

合計 18,165千円

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はありません。

(減損損失について)

同左
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（有価証券関係）

 １．その他有価証券で時価のあるもの 　

区分

前連結会計年度

（平成19年3月31日）

当連結会計年度

（平成20年3月31日）

取得原価(千円)
連結貸借対照表

計上額(千円)
差額(千円) 取得原価(千円)

連結貸借対照表

計上額(千円)
差額(千円)

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

      

株式 ― ― ― 9,700 9,700 ―

合計 ― ― ― 9,700 9,700 ―

 ２．時価評価されていない主な有価証券の内容 　

区分

前連結会計年度

（平成19年3月31日）

当連結会計年度

（平成20年3月31日）

連結貸借対照表計上額(千円) 連結貸借対照表計上額(千円)

 (１)その他有価証券   

非上場株式 32,750 0

合計 32,750 0

 (２)子会社株式及び関連会社株式   

関連会社株式 ― 282,998

合計 ― 282,998

（注）当連結会計年度において、有価証券について、23,049千円（その他有価証券で時価のある株式21,550千円、その

他有価証券で時価のない株式1,499千円）減損処理を行っております。

なお、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行っております。

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成19年４月１日　

至　平成20年３月31日）

当社グループはデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

（退職給付関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成19年４月１日　

至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　　該当事項はありません。

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成14年ストック
・オプション

平成16年ストック
・オプション①

平成16年ストック
・オプション②

平成17年ストック
・オプション①

平成17年ストック
・オプション②

平成18年ストック
・オプション

付与対象者の

区分及び数
当社の従業員　　 21名

当社の取締役　　 4名

当社の監査役　　 1名

当社の従業員　　46名

当社の取締役　　 4名

当社の監査役　　 1名

当社の従業員　　39名

当社の取締役　　 4名

当社の監査役　　 3名

当社の従業員　　 3名

当社の従業員　　62名
当社の取締役　　 3名

当社の従業員　　44名

ストック・オプ

ション数(注)３
普通株式　536株 普通株式　656株 普通株式　536株 普通株式 1,020株 普通株式   257株 普通株式　 659株

付与日 平成14年８月26日 平成16年９月27日 平成16年９月27日 平成17年６月29日 平成17年７月15日 平成18年３月20日

権利確定条件 (注)１ (注)１ (注)１ (注)２ (注)２ (注)２

対象勤務期間 定めはありません。 定めはありません。 定めはありません。 定めはありません。 定めはありません。 定めはありません。

権利行使期間

平成14年９月１日から

平成19年８月31日まで

平成16年９月27日から

平成21年９月26日まで

　ただし会社が株式を証

券取引所又は店頭市場

に上場した日から６ヶ

月を経過した日までは

行使できない

平成16年９月27日から

平成21年９月26日まで

　ただし会社が株式を証

券取引所又は店頭市場

に上場した日から１年

を経過した日までは行

使できない

平成19年７月１日から

平成24年６月30日まで

平成19年７月１日から

平成24年６月30日まで

平成19年７月１日から

平成24年６月30日まで

 
㈱フォー・リンク・

システムズ　第１回

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・

システムズ　第２回

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・

システムズ　第３回

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・

システムズ　第４回

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・

システムズ　第５回

ストック・オプション

付与対象者の

区分及び数

㈱フォー・リンク・システ

ムズの取締役　　　　3名

㈱フォー・リンク・システ

ムズの従業員　　　　8名

その他　　　　　　　2名

㈱フォー・リンク・システ

ムズの取締役　　　　2名

㈱フォー・リンク・システ

ムズの従業員　　　　7名

その他　　　　　　　4名

その他　　　　　　　1名

㈱フォー・リンク・システ

ムズの取締役　　　　1名

㈱フォー・リンク・システ

ムズの従業員　　　　4名

その他　　　　　　　2名

ネクステック㈱

ストック・オプ

ション数(注)４
普通株式　　500株 普通株式　　715株 普通株式　　150株 普通株式　　315株 普通株式　1,160株

付与日 平成14年10月21日 平成15年12月26日 平成16年６月30日 平成16年６月24日 平成17年12月13日

権利確定条件 (注)５ (注)５ 定めはありません。 (注)６ (注)７

対象勤務期間 定めはありません。 定めはありません。 定めはありません。 定めはありません。 定めはありません。

権利行使期間
平成16年10月22日から

平成21年10月21日まで

平成16年10月22日から

平成21年10月21日まで

平成16年７月１日から

平成22年６月30日まで

平成18年７月１日から

平成23年６月30日まで

平成19年12月14日から

平成23年６月30日まで

 
㈱フォー・リンク・

システムズ　第６回

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・

システムズ　第７回

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・

システムズ　第８回

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・

システムズ　第９回

ストック・オプション

付与対象者の

区分及び数
ネクステック㈱

㈱フォー・リンク・システ

ムズの取締役　　　 2名

㈱フォー・リンク・システ

ムズの従業員　　　 8名

ネクステック㈱

㈱フォー・リンク・システ

ムズの取締役　　　 1名

㈱フォー・リンク・システ

ムズの従業員　　　 4名

ストック・オプ

ション数(注)４
普通株式　　370株 普通株式　　365株 普通株式　　365株 普通株式　　200株

付与日 平成17年12月13日 平成17年12月13日 平成18年7月31日 平成18年7月31日

権利確定条件 (注)７ (注)５ (注)７ (注)５

対象勤務期間 定めはありません。 定めはありません。 定めはありません。 定めはありません。

権利行使期間
平成19年12月14日から

平成29年12月13日まで

平成19年12月14日から

平成27年12月13日まで

平成20年６月17日から

平成28年６月16日まで

平成20年６月17日から

平成28年６月16日まで

（注)１．新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の役員又は従業員であることを要します。また、権利

行使は、行使時において会社が株式を証券取引所又は店頭市場に上場している場合のみに限ります。
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  ２．新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の役員又は従業員であることを要します。

  ３．平成15年11月１日付株式分割(株式１株につき２株)及び平成16年10月13日付株式分割(株式１株につき４株)によ

る分割後の株式数に換算して記載しております。

  ４．株式数に換算して記載しております。

  ５．新株予約権の割当を受けた役員又は従業員は、権利行使時においても㈱フォー・リンク・システムズの役員又

は従業員であることを要します。

  ６．新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても㈱フォー・リンク・システムズの役員、従業員又は顧問

であることを要します。

  ７．当社と㈱フォー・リンク・システムズとの業務提携が解消されていないことを要します。

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成14年ストック
・オプション

平成16年ストック
・オプション①

平成16年ストック
・オプション②

平成17年ストック
・オプション①

平成17年ストック
・オプション②

平成18年ストック
・オプション

権利確定前（株）       

前連結会計年度末 － － － 1,020 216 659

付与 － － － － － －

失効 － － － － 28 26

権利確定 － － － － － －

未確定残 － － － 1,020 188 633

権利確定後（株）       

前連結会計年度末       

権利確定 112 68 396 － － －

権利行使 24 28 300 － － －

失効 － － 4 － － －

未行使残 88 40 92 － － －

 
㈱フォー・リンク・

システムズ　第１回

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・

システムズ　第２回

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・

システムズ　第３回

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・

システムズ　第４回

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・

システムズ　第５回

ストック・オプション

権利確定前（株）      

前連結会計年度末 － － － － 1,160

付与 － － － － －

失効 － － － － －

権利確定 － － － － －

未確定残 － － － － 1,160

権利確定後（株）      

前連結会計年度末      

権利確定 350 495 150 165 －

権利行使 － － － － －

失効 10 15 － － －

未行使残 340 480 150 165 －

 
㈱フォー・リンク・

システムズ　第６回

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・

システムズ　第７回

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・

システムズ　第８回

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・

システムズ　第９回

ストック・オプション

権利確定前（株）     

前連結会計年度末 370 365 － －

付与 － － 365 200

失効 － 250 － 15

権利確定 － － － －

未確定残 370 115 365 185

権利確定後（株）     

前連結会計年度末     

権利確定 － － － －
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㈱フォー・リンク・

システムズ　第６回

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・

システムズ　第７回

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・

システムズ　第８回

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・

システムズ　第９回

ストック・オプション

権利行使 － － － －

失効 － － － －

未行使残 － － － －

②　単価情報

 
平成14年ストック
・オプション

平成16年ストック
・オプション①

平成16年ストック
・オプション②

平成17年ストック
・オプション①

平成17年ストック
・オプション②

平成18年ストック
・オプション

権利行使価格(円) 2,500 20,000 20,000 1,244,250 1,244,250 1,157,835

行使時平均株価(円) 539,333 858,143 569,813 － － －

公正な評価単価

（付与日）(円)
－ － － － － －

 
㈱フォー・リンク・

システムズ　第１回

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・

システムズ　第２回

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・

システムズ　第３回

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・

システムズ　第４回

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・

システムズ　第５回

ストック・オプション

権利行使価格(円) 60,000 80,000 100,000 100,000 120,000

行使時平均株価(円) － － － － －

公正な評価単価

（付与日）(円)
－ － － － －

 
㈱フォー・リンク・

システムズ　第６回

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・

システムズ　第７回

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・

システムズ　第８回

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・

システムズ　第９回

ストック・オプション

権利行使価格(円) 120,000 120,000 120,000 120,000

行使時平均株価(円) － － － －

公正な評価単価

（付与日）(円)
－ － － －

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　当連結会計年度における連結子会社の㈱フォー・リンク・システムズが平成18年７月31日に付与した第８回ス

トック・オプション及び第９回ストック・オプションについて、未公開企業であるため公正な評価単価を本源的

価値により算定しております。　なお、本源的価値は以下のとおりです。

①１株当たり評価方法及び１株当たりの評価額

ＤＣＦ法による評価額　　　120,000円

②新株予約権の行使価格　120,000円

　算定の結果、株式の評価額が新株予約権の行使時の払込金額と同額のため単位当たりの本源的価値はゼロとな

り、ストック・オプションの公正な評価単価もゼロと算定しております。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　　　売上原価　　　　　　　　　5,900千円

　　　販売費及び一般管理費　　　6,568千円

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成14年ストック
・オプション

平成16年ストック
・オプション①

平成16年ストック
・オプション②

付与対象者の

区分及び数
当社の従業員　　 21名

当社の取締役　　 4名

当社の監査役　　 1名

当社の従業員　　46名

当社の取締役　　 4名

当社の監査役　　 1名

当社の従業員　　39名

ストック・オプ

ション数(注)４
普通株式　536株 普通株式　656株 普通株式　536株
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平成14年ストック
・オプション

平成16年ストック
・オプション①

平成16年ストック
・オプション②

付与日 平成14年８月26日 平成16年９月27日 平成16年９月27日

権利確定条件 (注)１ (注)１ (注)１

対象勤務期間 定めはありません。 定めはありません。 定めはありません。

権利行使期間

平成14年９月１日から

平成19年８月31日まで

平成16年９月27日から

平成21年９月26日まで

　ただし会社が株式を金融商

品取引所又は店頭市場に上

場した日から６ヶ月を経過

した日までは行使できない

平成16年９月27日から

平成21年９月26日まで

　ただし会社が株式を金融商

品取引所又は店頭市場に上

場した日から１年を経過し

た日までは行使できない

 
平成17年ストック
・オプション①

平成17年ストック
・オプション②

平成18年ストック
・オプション

平成19年ストック
・オプション

付与対象者の

区分及び数

当社の取締役　　 4名

当社の監査役　　 3名

当社の従業員　　 3名

当社の従業員　　62名
当社の取締役　　 3名

当社の従業員　　44名

当社の取締役　　 ３名

当社の監査役　　 ４名

当社の従業員　　108名

ストック・オプ

ション数(注)４
普通株式 1,020株 普通株式   257株 普通株式　 659株 普通株式　 502株

付与日 平成17年６月29日 平成17年７月15日 平成18年３月20日 平成19年７月５日

権利確定条件 (注)２ (注)２ (注)２ (注)３

対象勤務期間 定めはありません。 定めはありません。 定めはありません。 定めはありません。

権利行使期間
平成19年７月１日から

平成24年６月30日まで

平成19年７月１日から

平成24年６月30日まで

平成19年７月１日から

平成24年６月30日まで

平成21年７月１日から

平成23年６月30日まで

（注)１．新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の役員又は従業員であることを要します。また、権利

行使は、行使時において会社が株式を金融商品取引所又は店頭市場に上場している場合のみに限ります。

  ２．新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の役員又は従業員であることを要します。

  ３．新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社及び当社関係会社の役員又は従業員であることを

要します。

  ４．平成15年11月１日付株式分割(株式１株につき２株)及び平成16年10月13日付株式分割(株式１株につき４株)によ

る分割後の株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成14年
ストック・

オプション

平成16年
ストック・

オプション①

平成16年
ストック・

オプション②

平成17年
ストック・

オプション①

平成17年
ストック・

オプション②

平成18年
ストック・

オプション

平成19年
ストック・

オプション

権利確定前（株）        

前連結会計年度末 － － － 1,020 188 633 －

付与 － － － － － － 502

失効 － － － 40 18 28 67

権利確定 － － － 980 170 605 －

未確定残 － － － － － － 435

権利確定後（株）        

前連結会計年度末 88 40 92 － － － －

権利確定 － － － 980 170 605 －

権利行使 88 － 8 － － － －

失効 － － － 60 49 97 －

未行使残 － 40 84 920 121 508 －

②　単価情報

 
平成14年
ストック・

オプション

平成16年
ストック・

オプション①

平成16年
ストック・

オプション②

平成17年
ストック・

オプション①

平成17年
ストック・

オプション②

平成18年
ストック・

オプション

平成19年
ストック・

オプション

権利行使価格(円) 2,500 20,000 20,000 1,244,250 1,244,150 1,157,835 500,000

行使時平均株価(円) 299,091 － 200,500 － － － －

公正な評価単価

（付与日）(円)
－ － － － － － 89,062

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　当連結会計年度において付与された平成19年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以

下のとおりであります。

①使用した評価技法　　ブラック・ショールズ式

②主な基礎数値及び見積方法

　 平成19年ストック・オプション

株価変動性 　　（注）１ 62.16％

予想残存期間 　（注）２ 3.000年

予想配当 　　　（注）３ 0円／株

無リスク利子率 （注）４ 1.580％

　(注)１　平成17年３月16日～平成19年６月29日の週次株価に基づき算出しております。

　　　２　十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点に

　　　　　おいて行使されるものと推定して見積もっております。　

　　　３　平成19年３月期の配当実績によっております。

　　　４　予想残存期間に対応する国債の利回りであります。

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　過去の退職による失効率を参考に、権利不確定による失効数を見積り算定しております。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産   

  未払事業税否認 1,634 千円

  未払事業所税否認 1,175 千円

  商品評価損 4,069 千円

  仕掛品 128,308 千円

  貯蔵品 514 千円

  一括償却資産限度超過額 3,293 千円

  ソフトウェア仮勘定評価損 130,744 千円

繰越欠損金 455,543 千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 16,732 千円

ソフトウェア 11,341 千円

その他 7,263 千円

　　　　計 760,621 千円

評価性引当額 △41,844 千円

繰延税金資産小計 718,777 千円

繰延税金負債   

  売掛金 △303,034 千円

繰延税金負債合計 △303,034 千円

繰延税金資産の純額 415,742 千円

繰延税金資産   

未払事業税否認 608 千円

未払事業所税否認 1,400 千円

棚卸資産 8,423  千円

新株予約権 1,304 千円

一括償却資産限度超過額 3,722 千円

ソフトウェア評価損 104,794  千円

ソフトウェア仮勘定評価損 262,326  千円

受注損失引当金 31,166  千円

事業所閉鎖損失引当金 6,541  千円

  繰越欠損金 753,486  千円

  その他 10,773  千円

繰延税金資産合計 1,184,548 千円

評価性引当額 △1,119,100 千円

繰延税金資産の純額 65,448  千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な項目別の内訳

    税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載を

省略しております。

法定実効税率 40.7 ％ 

（調整）   

のれん償却額 7.0 　

負ののれん償却額 △3.4 　

交際費等永久に損金に算入されない

項目
25.0 　

繰越欠損金 △10.5 　

その他 1.9 　

税効果会計適用後の法人税の負担率 60.7 　
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（企業結合等関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（パーチェス法適用関係）

ポータル㈱との企業結合 

１　企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称　　　　ポータル㈱

(2) 被取得企業の事業の内容　製造業向けデータコンサルティング

(3) 企業結合を行った主な理由

　　データクレンジング分野の強化のため

(4) 企業結合日

　  平成18年４月６日(株式交換)、平成18年6月30日(合併)

(5) 企業結合の法的形式

　　株式交換による完全子会社化及び当社との吸収合併

(6) 結合後企業の名称　　　ネクステック㈱（存続会社）

(7) 取得した議決権比率　　100％（株式交換時）

２　連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

　　自　平成18年４月１日　至　平成18年６月29日

３　取得企業の取得原価及びその内訳

 (1) 被取得企業の取得原価　395,606千円

 (2) 取得原価の内訳

　株式取得費用　394,106千円

　株式取得に直接要した支出額(デューデリジェンス費用)1,500千円

４　交付株式の内訳

 (1) 交換比率　普通株式 ネクステック㈱ 1：ポータル㈱ 0.013

 (2) 算定方法　中央青山PwCコンサルティング㈱に株式交換比率の算定

を依頼し、同社から提出された参考資料に基づきポータル㈱と協議

の上、算定

 (3) 交付株式数及びその評価額　332.86株　394,106千円

５　発生した負ののれんの金額等

 (1) 負ののれんの金額　47,272千円

 (2) 発生原因　ポータル㈱の今後の事業展開によって期待される将来

の収益力から、同社より引き継ぐ繰越欠損金から生ずる税効果を控

除したことにより発生

 (3) 償却方法及び償却期間　　負ののれんの償却については、5年間で

均等償却いたします。

６　企業結合日に受入れた資産及び引受けた負債の額並びにその主な

内訳

　　(平成18年６月30日現在)

　　流動資産　　　　　102,033千円

　　固定資産　　　　　　1,718千円

　　資産計　　　　　　103,752千円

　　流動負債　　　　　102,215千円

　　負債計　　　　　　102,215千円

７　取得原価の配分

繰延税金資産等の項目において、連結財務諸表作成時点における

入手可能な合理的な情報等に基づき暫定的な会計処理を行って

いるため、取得原価の配分は完了しておりません。

該当事項はありません
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

 前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

  当社グループは製造業特化型ソリューションサービスベンダーとして、同一セグメントに属するグランドデザ

イン、データマネジメント、情報（IT）システム構築（開発・導入・運用）等のプロフェッショナルサービスを

行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　

プロフェッショナ

ルサービス事業

(千円)

ネットワーク

セキュリティ事業

(千円)

計

(千円)

消去又は全社

(千円)

連結

(千円)

 Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

 （1）外部顧客に対する売上高 1,446,847 368,169 1,815,017 － 1,815,017

 （2）セグメント間の内部売上高

　　　又は振替高
－ － － － －

 計 1,446,847 368,169 1,815,017 － 1,815,017

 営業費用 1,650,642 478,378 2,129,020 572,433 2,701,454

 営業損失 203,794 110,209 314,003 572,433 886,436

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失

　　及び資本的支出
     

資産 2,430,696 418,608 2,849,304 205,442 3,054,747

減価償却費 91,864 8,317 100,181 25,450 125,632

減損損失 464,127 － 464,127 － 464,127

資本的支出 276,257 12,207 288,465 2,113 290,578

(注)１．事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

(１) プロフェッショナルサービス事業・・・製造業向けシステム開発、導入及びそれに付随する要件定義

等コンサルテーションを含むソリューションサービス、

データ分析・整備・設計

(２) ネットワークセキュリティ事業・・・・ネットワークセキュリティ製品の販売

３．前連結会計年度（みなし取得日は前連結会計年度の末日）に新たに取得した子会社の事業内容の変更

が当連結会計年度において行われたことに伴い、当連結会計年度より新たにネットワークセキュリティ

事業が加わっております。

４．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は572,433千円であり、その主なも

のは当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

５．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、205,442千円であり、その主なものは、繰延

税金資産及び管理部門に係る資産であります。

６．減価償却費には長期前払費用に係る償却額が含まれております。
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【所在地別セグメント情報】

 前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 　本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　
日本

(千円)

アジア

(千円)

計

(千円)

消去又は全社 

(千円)

連結

(千円)

 Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

 （1）外部顧客に対する売上高 1,494,166 320,850 1,815,017 － 1,815,017

 （2）セグメント間の内部売上高

　　　又は振替高
8,820 230,546 239,366 △239,366 －

 計 1,502,986 551,396 2,054,383 △239,366 1,815,017

 営業費用 1,627,796 627,609 2,255,406 446,047 2,701,454

 営業損失 124,809 76,212 201,022 685,414 886,436

 Ⅱ　資産 2,305,145 601,433 2,906,579 148,167 3,054,747

 　(注)１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

　　　 ２．日本以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　　　　 　アジア・・・中国（香港含む）

　　　 ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は572,433千円であり、その

　　　　　 主なものは、当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

　　　 ４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は205,442千円であり、その主なものは、

　　　　　 繰延税金資産及び管理部門に係る資産であります。

【海外売上高】

 前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため記載を省略しております。

 当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　 アジア

Ⅰ　海外売上高（千円） 320,850

Ⅱ　連結売上高（千円） 1,815,017

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 17.7

  (注)１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

　　　２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　　　　　アジア・・・中国（香港含む）

　　　３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至

　平成20年３月31日）

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 99,926円37銭

１株当たり当期純利益金額 646円74銭

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
634円36銭

１株当たり純資産額 △65,289円85銭

１株当たり当期純損失金額 165,168円03銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失金

額であるため記載しておりません。

　（注）１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり当期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額（△）
  

　当期純利益又は当期純損失(△)（千円） 10,042 △2,590,825

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る当期純利益

　又は当期純損失(△)（千円）
10,042 △2,590,825

　期中平均株式数（株） 15,535 15,686

　   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益調整額 （千円） － －

（うち支払利息（税額相当額控除後））  (－)  (－)

　普通株式増加数（株） 303 －

（うち新株予約権）  (303)  (－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式の概要

ストック・オプション　６種類

新株予約権の数　     1,841個

(普通株式　     　　 1,841株)

ストック・オプション　 ６種類

新株予約権の数　      2,015個

(普通株式　     　　  2,108株)
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(子会社の設立)

　当社は、平成19年3月26日開催の取締役会において、当社51%出資によ

る子会社を設立することを決議しました。

（1）子会社設立の目的

　当社は、製造業専門のコンサルティング会社として、業務改革グラン

ドデザインからシステム開発・導入、ソフトウェア開発・販売まで、

PLMソリューションサービスを提供しておりますが、現在、顧客の

ニーズがデータクレンジングサービスやデータメンテナンスといっ

たシステムの運用・保守領域まで拡大してきているため、当社のサー

ビスライン拡大のため、同サービス領域における専門メンバーを迎

え、共同出資にて子会社を設立するに至りました。

 （2）子会社の概要

①商号　ネクステックウェイブ㈱

②設立年月　平成19年4月2日

③本店所在地　東京都港区港南二丁目16番1号

④代表者名　首藤　晴美

⑤資本金　20,000千円

⑥大株主

ネクステック㈱　　　　51%

首藤　晴美　　　　　　29% 

⑦主な事業内容　データマネジメント、システム運用デザイン、データ

クレンジング

⑧決算期　３月

⑨当社との人的関係

　取締役1名及び監査役1名はネクステック㈱役員が兼務いたします。

(子会社の設立)

当社の連結子会社である金河科技有限公司（香港）は、平成19年4月6

日に90%出資による子会社を設立しました。

（1）子会社設立の目的

　当社は、開発リソースを安定確保し開発を内包化することで、コスト

削減や開発スピードの加速化、ソリューションレベル向上を図る目的

で、中国企業と資本提携を行い、中国展開を本格化させましたが、現地

のシステム開発会社と共同で合弁会社を設立し中国における当社グ

ループのシステム開発機能を強化させることにいたしました。

 （2）子会社の概要

①商号　北京力思泰信息技術有限公司

②設立年月　平成19年4月6日

③本店所在地　Jiuxianqiao Road, Beijing, P.R.C(中国北京市)

④代表者名　孫　国健

⑤資本金　20万USドル

⑥大株主

金河科技有限公司　90%

北京思特亦源技術開発有限公司　10% 

⑦主な事業内容　コンピュータソフトウェアの開発、設計、制作、ネッ

トワークシステムの開発、自社生産製品の販売及びアフターサービス

の提供、関連技術コンサルティング及び技術サービス

⑧決算期　12月

⑨当社との人的関係

　なし

(第三者割り当てによる新株の発行)

　当社は、平成20年６月23日開催の当社取締役会において、第三者割当

による新株発行を決議しました。

(１)新株発行の目的

　当社は、平成20年３月期において多額の損失を計上したことから、債

務超過となっております。そのため、財務基盤の強化を図り、株主利益

に資する安定した経営基盤を構築するため、新株を発行するに至りま

した。

(２)新株発行の概要１

①発行新株式数　　　普通株式3,594株

②発行価額　　　　　１株につき金50,100円

③発行価額の総額　　180,059,400円

④資本組入額の総額　 90,029,700円

⑤募集又は割当方法　山田太郎及び山口博之に対する第三者割当

⑥申込期間　　　　　平成20年７月31日まで

⑦払込期日　　　　　平成20年７月31日

⑧新株券交付日　　　割当先の株券不所持の申し出により、今回の増資

に係る株券の発行は行いません。

⑨資金の使途　　　　運転資金

(３)新株発行の概要２

①発行新株式数　　　普通株式13,253株

②発行価額　　　　　１株につき金50,100円　

③発行価額の総額　　664,000,000円

④資本組入額の総額　332,000,000円

⑤募集又は割当方法　山田太郎に対する第三者割当（土地及び建物に

よる現物出資）

⑥申込期間　　　　　平成20年７月31日まで

⑦払込期日　　　　　平成20年７月31日

⑧新株券交付日　　　割当先の株券不所持の申し出により、今回の増資

に係る株券の発行は行いません。

⑨資金の使途　　　　現物出資を受けて株式を発行する予定のため該当

事項はありません。
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（子会社株式の売却）

平成19年4月9日開催の取締役会において、当社子会社である㈱フォー

・リンク・システムズの株式の一部の譲渡契約を締結することを決

議しました。

(1）譲渡の理由：業務提携を含めた連携強化の為

(2）当該子会社の概要

・商号　　：㈱フォー・リンク・システムズ

・事業内容：3次元CADの教育コンサルティング、教育システム及び

コンテンツの開発、販売

(3）譲渡の日程：平成19年4月12日

(4）当該子会社株式の売却に関する内容

①譲渡先：三菱UFJキャピタル㈱

②譲渡株数：1,200株

          （発行済株式数（議決権総数）に対する割合　17.68％）

③譲渡金額：156,000千円

④売却後の持分比率：33.1％

⑤関係会社株式売却益：9,380千円

（資金の借入）

平成19年4月19日に、㈱りそな銀行より450,000千円の資金の借入(長期

借入金)を行っております。

(1）利率：1.94％

(2）最終返済期限：平成24年2月29日

(3）資金の使途：子会社向け増資資金

（ストック・オプション）

当社は平成19年６月26日開催の定時株主総会において、会社法第236

条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社及び当社関係会社の取

締役、監査役、執行役員及び従業員に対し特に有利な条件をもってス

トック・オプションとして発行する新株予約権の募集事項の決定を

当社取締役会に委任することを決議いたしました。

なお、ストック・オプション制度の詳細は、「４ 提出会社の状況 1．

株式等の状況 (8）ストックオプション制度の内容」に記載しており

ます。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率（％） 担保 償還期限

  平成年月日     平成年月日

ネクステック㈱
第１回無担保社債
（注）１．２

20.1.28 －
400,000
(133,600)

6ヶ月円
TIBOR+0.10%

なし 23.１.28

合計 － － －
400,000
(133,600)

－ － －

　（注）１．（　）内書は、１年以内の償還予定額であります。

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

133,600 133,600 132,800 － －

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,025,000 1,600,000 1.378 －

一年以内に返済予定の長期借入金 244,092 356,000 1.476 －

一年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金(一年以内に返済予定のものを除く) 373,700 536,000 1.687 平成21年～平成24年

リース債務(一年以内に返済予定のものを除く) － － － －

その他の有利子負債 － － － －

合計 1,642,792 2,492,000 － －

　（注）１．平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金(一年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年以内における返済予定額は以下のとおり

であります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

 長期借入金 192,000 182,000 132,000 30,000

（２）【その他】

①　決算日後の状況

特記事項はありません。

②　訴訟

当社商標に関し、平成20年3月31日付けをもってネクステックス・コンサルティング㈱より商標侵害にもと

づく損害賠償訴訟(損害賠償請求額10,000千円の一部請求)を提起されております。なお、当社としてはこのよう

な訴訟を受ける根拠はないものと判断し現在係争中ですが、訴訟の結果によっては、当社の業績に影響を与え

る可能性があります。 
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   166,245   232,951  

２．売掛金  ※１  1,143,930   439,062  

３．仕掛品   38,988   735,994  

４．貯蔵品   4,613   6,986  

５．前渡金   －   206,325  

６．前払費用   21,493   26,816  

７．短期貸付金  ※１  －   85,000  

８．繰延税金資産   －   65,448  

９．未収入金   55,430   23,290  

10．その他   2,903   18,306  

流動資産合計   1,433,605 39.9  1,840,183 74.1

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

（１）建物  110,177   110,177   

減価償却累計額  23,821 86,355  37,159 73,018  

（２）器具及び備品  66,069   65,583   

減価償却累計額  34,538 31,530  44,372 21,211  

有形固定資産合計   117,886 3.3  94,229 3.8

２．無形固定資産        

（１）商標権   2,923   2,563  

（２）ソフトウェア   146,296   85,831  

（３）ソフトウェア仮勘定   284,558   2,797  

（４）その他   397   397  

無形固定資産合計   434,175 12.1  91,588 3.7

３．投資その他の資産        

（１）投資有価証券   32,750   9,700  

（２）関係会社株式   914,000   306,499  

（３）関係会社長期貸付金   －   295,000  

（４）長期前払費用   3,306   2,234  

（５）繰延税金資産   515,939   －  

（６）敷金保証金   140,179   140,179  

　　　貸倒引当金   －   △295,000  

投資その他の資産合計   1,606,174 44.7  458,613 18.4

固定資産合計   2,158,237 60.1  644,431 25.9

資産合計   3,591,842 100.0  2,484,614 100.0
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金  ※１  142,919   61,139  

２．短期借入金 　  1,000,000   1,600,000  

３．１年内返済予定長期
　　借入金

  228,000   356,000  

４．１年内償還予定社債   ―   133,600  

５．未払金   43,198   41,777  

６．未払費用   21,100   18,556  

７．未払法人税等   2,915   1,394  

８．未払消費税等   12,534   ―  

９．前受金   10,982   610,989  

10．預り金   16,088   10,677  

11. 繰延税金負債   111,731   ―  

12．受注損失引当金   ―   76,595  

13．事業所閉鎖損失引当金   ―   16,077  

14．その他   9,800   ―  

流動負債合計   1,599,271 44.6  2,926,807 117.8

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金   344,000   536,000  

２．社債   ―   266,400  

３．負ののれん   37,818   28,363  

 固定負債合計   381,818 10.6  830,763 33.4

負債合計   1,981,089 55.2  3,757,570 151.2

        

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  402,790 11.2  402,980 16.2

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 844,996   845,186   

資本剰余金合計 　  844,996 23.5  845,186 34.0

３．利益剰余金 　       

(1）その他利益剰余金 　       

繰越利益剰余金 　 368,730   △2,526,642   

利益剰余金合計 　  368,730 10.3  △2,526,642 △101.6

４．自己株式 　  △5,763 △0.2  △6,948 △0.3

株主資本合計 　  1,610,753 44.8  △1,285,424 △51.7

Ⅱ　新株予約権 　  ― ―  12,468 0.5

純資産合計 　  1,610,753 44.8  △1,272,956 △51.2

負債純資産合計 　  3,591,842 100.0  2,484,614 100.0
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②【損益計算書】

　
　

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  2,598,901 100.0  1,389,246 100.0

Ⅱ　売上原価 　  1,337,363 51.5  1,110,386 79.9

売上総利益 　  1,261,538 48.5  278,859 20.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１．販売促進費 　 47,924   61,639   

２．役員報酬 　 48,055   61,535   

３．給与手当 　 250,995   314,334   

４．法定福利費 　 29,749   38,472   

５．採用費 　 86,568   110,743   

６．事務用消耗品費 　 24,637   19,570   

７．賃借料 　 104,433   104,957   

８．減価償却費 　 22,918   27,721   

９．旅費交通費 　 42,345   51,354   

10．通信費 　 11,381   19,928   

11．業務委託費 　 41,468   46,432   

12．支払報酬手数料 　 17,825   18,501   

13．その他 　 97,878 826,181 31.8 83,361 958,552 69.0

営業利益又は
営業損失(△) 　  435,357 16.7  △679,693 △48.9
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 ※１ 468   3,518   

２．印税収入 　 2,797   －   

３. 負ののれん償却 　 7,073   9,454   

４．受取手数料 　 －   3,950   

５．業務受託料 ※１ －   2,500   

６．その他 　 1,714 12,054 0.5 2,769 22,194 1.6

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 15,472   32,156   

２．貸倒引当金繰入額 ※１ －   295,000   

３．その他 　 788 16,260 0.6 10,194 337,351 24.3

経常利益又は
経常損失(△) 　  431,151 16.6  △994,850 △71.6

Ⅵ　特別利益 　       

１．関係会社株式売却益 　 － － － 12,000 12,000 0.8

Ⅶ　特別損失 　       

１．関係会社株式評価損 　 －   473,700   

２．ソフトウェア評価損  －   296,704   

３．ソフトウェア仮勘定 
    評価損 

　 321,318   323,377   

４．契約変更損 　 －   439,806   

５．事業所閉鎖損失引当金
繰入

　 －   16,077   

６．その他  　 10,000 331,318 12.8 23,147 1,572,813 113.2

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失(△) 　  99,833 3.8  △2,555,664 △184.0

法人税、住民税及び
事業税

　 704   950   

法人税等調整額 　 66,443 67,148 2.5 338,758 339,708 24.4

当期純利益又は
当期純損失(△) 　  32,684 1.3  △2,895,372 △208.4
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売上原価明細書

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　労務費 　 493,099 31.3 656,301 37.4

Ⅱ　外注費 　 905,148 57.4 794,305 45.2

Ⅲ　経費 ※２ 178,806 11.3 305,655 17.4

当期総製造費用 　 1,577,054 100.0 1,756,262 100.0

期首仕掛品たな卸高 　 －  38,988  

契約変更損に伴う調整額 　 －  332,919  

合計 　 1,577,054  2,128,171  

期末仕掛品たな卸高 　 38,988  735,994  

他勘定振替高 ※３ 281,430  366,063  

当期製品製造原価 　 1,256,635  1,026,112  

期首商品たな卸高 　 10,000  －  

当期商品仕入高 　 7,353  8,600  

合計 　 17,353  8,600  

期末商品たな卸高 　 －  －  

他勘定振替高 ※４ 10,000  －  

    差引計 　 7,353  8,600  

ソフトウェア減価償却費 　 73,373  75,674  

売上原価 　 1,337,363  1,110,386  

（脚注）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．原価計算の方法は実際原価による個別原価計算に

よっております。

１．同左

※２．経費の内訳は次のとおりであります。 ※２．経費の内訳は次のとおりであります。

地代家賃 67,872 千円

減価償却費 19,506 千円

旅費交通費 48,395 千円

通信費 11,350 千円

その他 31,681 千円

計 178,806 千円

地代家賃 76,962 千円

減価償却費 14,113 千円

旅費交通費 74,401 千円

通信費 15,520 千円

受注損失引当金繰入額 76,595 千円

その他 48,060 千円

計 305,655 千円

※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

ソフトウェア仮勘定 281,430 千円

※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

ソフトウェア仮勘定 366,063 千円

※４．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※４．　　　　　――――――――――

商品評価損 10,000 千円  
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日　残高（千円） 399,480 447,580 336,045 － 1,183,105 1,183,105

当事業年度中の変動額       

新株の発行 3,310 3,310 － － 6,620 6,620

当期純利益 － － 32,684 － 32,684 32,684

自己株式の取得 － － － △5,763 △5,763 △5,763

株式交換 － 394,106 － － 394,106 394,106

当事業年度中の変動額合計（千円） 3,310 397,416 32,684 △5,763 427,647 427,647

平成19年３月31日　残高（千円） 402,790 844,996 368,730 △5,763 1,610,753 1,610,753

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他
利益剰余金

繰越
利益剰余金

平成19年３月31日　残高（千円） 402,790 844,996 368,730 △5,763 1,610,753 － 1,610,753

当事業年度中の変動額        

新株の発行 190 190 － － 380 － 380

当期純損失 － － △2,895,372 － △2,895,372 － △2,895,372

自己株式の取得 － － － △1,185 △1,185 － △1,185

株主資本以外の項目の事業年度中の

変動額(純額）
－ － － － － 12,468 12,468

当事業年度中の変動額合計（千円） 190 190 △2,895,372 △1,185 △2,896,177 12,468 △2,883,709

平成20年３月31日　残高（千円） 402,980 845,186 △2,526,642 △6,948 △1,285,424 12,468 △1,272,956
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ――――――――――

 

 

　当社は、当事業年度において、679,693千円の重要な営業損

失および994,850千円の重要な経常損失、並びに1,572,813千

円の特別損失の発生により、2,895,372千円の当期純損失を

計上した結果、1,272,956千円の債務超過になっておりま

す。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在しております。

　

 当社の当事業年度における重要な営業損失および経常損

失は、①ソフトウェア販売において販売計画が未達であっ

たこと、②一部プロジェクトおいて、契約の見直しを行っ

たこと等によるものであります。

 ①のソフトウェア販売につきましては販売計画の見直し

を行うこと等により620,081千円を、②のプロジェクト契約

の見直しにより439,806千円を、特別損失に計上致しまし

た。

 これに加えて、中国の連結子会社における収益計画の未

達に伴い、関係会社株式評価損473,700千円を特別損失に計

上致しました。

 当社は、当該状況を解消すべく以下の施策を進めており

ます。

１． 翌事業年度以降の利益回復を実現させる施策

① プロジェクトの品質管理体制の強化

契約期間・契約形態など受注方法を見直し、品質管理の徹

底を図ります。

② コスト削減

販売促進費の抑制等、経費の削減に努めます。

２． 資金面における施策

① 債務超過の解消

債務超過を解消すべく、平成20年６月23日開催の取締役会

において、山田太郎及び山口博之を割当先とする第三者割

当増資の実施を決議しました。これによる資本の増強と、

当期純利益による純資産の回復と併せて翌事業年度中の

解消を見込んでおります。 

 

 なお、当事業年度に契約内容の変更を行い、検収時の売上

計上となった案件の売上が、翌事業年度に計上される見通

しであり、利益回復の実現を見込んでおります。

 当財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上

記のような重要な疑義の影響を当財務諸表には反映して

おりません。
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式

移動平均法による原価法を採用しておりま

す。

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2）その他有価証券

　　・ ―──────

(2）その他有価証券

・時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採用しておりま

す。

 ・時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しておりま

す。

・時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準

及び評価方法

(1）商品

総平均法による原価法を採用しております。

(1）商品

同左

 (2）仕掛品

個別法による原価法を採用しております。

(2）仕掛品

同左

 (3）貯蔵品

最終仕入原価法による原価法を採用してお

ります。

(3）貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の

方法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。なお、主な耐用年

数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　８～18年

器具及び備品　　　４～８年

(1) 有形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

　　 定額法によっております。

なお、市場販売目的のソフトウェアについて

は、見込有効期間（３年）における見込販売

収益に基づく償却額と販売可能な残存有効

期間に基づく均等配分額を比較しいずれか

大きい金額を計上しております。

自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

(2) 無形固定資産

同左

 （3）長期前払費用

均等償却によっております。

（3）長期前払費用

同左

４．繰延資産の処理方法 （1）株式交付費

支出時に全額費用として処理しております。

（1）株式交付費

同左

 （2）───── （2）社債発行費

支出時に全額費用として処理しております。 

５．引当金の計上基準 （1）───── （1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

 （2）───── （2）受注損失引当金

受注案件に係る将来の損失に備えるため、当

事業年度末における受注案件のうち、損失の

発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に

見積ることができるものについて、その損失

見込額を計上しております。

 （3）───── （3）事業所閉鎖損失引当金

事業所の閉鎖に伴い、発生が見込まれる原状

回復費用・固定資産除却損等について合理

的な見積額を計上しております。
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

６．収益及び費用の計上基準 　収益及び費用の計上は、原則として検収基準に

よっております。ただし、作業期間が６ヶ月超、か

つ、受注金額が５千万円以上で、収益及び費用の見

積りが可能なプロジェクトについては、進行基準

を採用しております。

同左

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

同左

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）   ─────────

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月９日)

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平成17年12

月９日)を適用しております。これまでの「資本の部」の合

計に相当する金額は1,610,753千円であります。なお、当事

業年度における貸借対照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等規則により

作成しております。

 

（企業結合に係る会計基準等）   ─────────

 当事業年度より、「企業結合に係る会計基準」(企業会計

審議会 平成15年10月31日)及び「事業分離等に関する会計

基準」(企業会計基準第７号 平成17年12月27日)並びに

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」(企業会計基準適用指針第10号 最終改正平成18年

12月22日)を適用しております。

 

（繰延資産の会計基準に関する当面の取扱い）   ─────────

 当事業年度より、「繰延資産の会計処理に関する当面の

取扱い」（実務対応報告第19号 平成18年8月11日）を適

用しております。

 これに伴い、前事業年度において営業外費用の内訳とし

て表示しております「新株発行費」については「株式交

付費」（当事業年度は788千円）とし、営業外費用の総額

の100分の10以下となったため、営業外費用の「その他」

に含めて表示することにいたしました。

 

  ───────── （減価償却方法の変更）

  当事業年度から、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産の減価償却方法について

は、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。

 これによる損益に与える影響は軽微であります。
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表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （貸借対照表）

 前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しておりま

した「未収入金」は、当期において資産の総額の100分の

１を超えたため区分掲記しました。

 なお、前期末の「未収入金」は25,091千円であります。

─────────

　

追加情報

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

─────────  当事業年度より、平成19年３月31日以前に取得した有形

固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により取得価額の５％に到達した事業年度

の翌事業年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計

上しております。

 これによる損益に与える影響は軽微であります。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１．関係会社に対する資産・負債

　　　各科目に含まれている関係会社に対するものは次

　　　のとおりであります。

売掛金　　　　　　　　　　　 74,069千円

※１．関係会社に対する資産・負債

　　　各科目に含まれている関係会社に対するものは次

　　　のとおりであります。

売掛金　　　　　　　　　　　26,343千円

短期貸付金　　　　　　　　  85,000千円

買掛金　　　　　　　　　　　26,268千円

２．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため銀行　

４行と当座貸越契約を締結しております。これら契約

に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。

 当座貸越限度額の総額 2,500,000 千円

 借入実行残高 1,000,000千円 

 差引額 1,500,000千円 

２．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため銀行　

４行と当座貸越契約を締結しております。これら契約

に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。

 当座貸越限度額の総額 2,300,000 千円

 借入実行残高 1,600,000千円 

 差引額 700,000千円 

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．　　　　　──────── ※１．関係会社との取引にかかるものが次のとおり含ま

れております。

　　　　受取利息　　　　　　　　　2,689千円

　　　　業務受託料　　　　　　　　2,500千円

　　　　貸倒引当金繰入額　　　　295,000千円

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 － 11.01 － 11.01

合計 － 11.01 － 11.01

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加は、端株の買取りによるものであります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 11.01 3.80 － 14.81

合計 11.01 3.80 － 14.81

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加は、端株の買取りによるものであります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

器具及び備品 44,345 11,029 33,316

ソフトウェア 45,169 39,702 5,466

合計 89,514 50,731 38,782

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

器具及び備品 44,345 19,466 24,878

ソフトウェア 20,400 5,372 15,027

合計 64,745 24,839 39,906

２．未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 9,818千円

１年超 30,192千円

合計 40,010千円

１年内 12,558千円

１年超 28,860千円

合計 41,419千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 15,029千円

減価償却費相当額 10,102千円

支払利息相当額 1,357千円

支払リース料 12,336千円

減価償却費相当額 11,277千円

支払利息相当額 1,343千円

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

５．利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について）

同左

（有価証券関係）

　前事業年度（平成19年３月31日）及び当事業年度（平成20年３月31日）における子会社株式で時価のあるもの

はありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産   

未払事業税否認 1,007 千円

未払事業所税否認 1,175 千円

商品評価損 4,069  千円

仕掛品 128,308 千円

貯蔵品 514 千円

一括償却資産限度超過額 3,293 千円

ソフトウェア仮勘定評価損 130,744  千円

  繰越欠損金 438,128  千円

繰延税金資産合計 707,241 千円

繰延税金負債  　

  売掛金 △303,034  千円

繰延税金負債合計 △303,034  千円

繰延税金資産の純額 404,207  千円

繰延税金資産   

未払事業税否認 180 千円

未払事業所税否認 1,400 千円

商品 4,069  千円

新株予約権 1,304 千円

一括償却資産限度超過額 3,615 千円

関係会社株式評価損 192,748  千円

ソフトウェア評価損 100,707  千円

ソフトウェア仮勘定評価損 262,326  千円

貸倒引当金 120,035  千円

受注損失引当金 31,166  千円

事業所閉鎖損失引当金 6,541  千円

  繰越欠損金 712,431  千円

繰延税金資産合計 1,436,527 千円

評価性引当額 △1,371,079 千円

繰延税金資産の純額 65,448  千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な項目別の内訳

　 (％) 

法定実効税率 40.7

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 27.2

負ののれん償却額 △2.9

寄付金の損金不算入額 1.1

その他 1.2

税効果会計適用後の法人税の負担率 67.3

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な項目別の内訳

    税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略し

ております。

（企業結合等関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　　　　（パーチェス法適用関係）

　　　　当事業年度における「企業結合会計（パーチェス法適用関係）」については、連結財務諸表における注記事項

        として記載しておりますので、財務諸表における注記事項としては記載しておりません。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　　　　該当事項はありません
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 103,108円98銭

１株当たり当期純利益金額 2,104円90銭

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
2,064円62銭

１株当たり純資産額 △81,800円98銭

１株当たり当期純損失金額 184,583円24銭

 　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失金

額であるため記載しておりません。

　（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定

上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり当期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額（△）
  

　当期純利益又は当期純損失(△)（千円） 32,684 △2,895,372

　普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

　普通株式に係る当期純利益

　又は当期純損失(△)（千円）
32,684 △2,895,372

　期中平均株式数（株） 15,535 15,686

　   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益調整額 （千円） ― ―

（うち支払利息（税額相当額控除後）） (―) (―) 

　普通株式増加数（株） 303 ―

（うち新株予約権）  (303) (―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式の概要

ストック・オプション　６種類

新株予約権の数　　　 1,841個

(普通株式　　　　　　1,841株)

ストック・オプション　６種類

新株予約権の数　　　 2,015個

(普通株式　　　　　　2,108株)
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(子会社の設立)

当社は、平成19年3月26日開催の取締役会において、当社51%出資によ

る子会社を設立することを決議しました。

（1）子会社設立の目的

当社は、製造業専門のコンサルティング会社として、業務改革グランド

デザインからシステム開発・導入、ソフトウェア開発・販売まで、PLM

ソリューションサービスを提供しておりますが、現在、顧客のニーズが

データクレンジングサービスやデータメンテナンスといったシステム

の運用・保守領域まで拡大してきているため、当社のサービスライン拡

大のため、同サービス領域における専門メンバーを迎え、共同出資にて

子会社を設立するに至りました。

 （2）子会社の概要

①商号　ネクステックウェイブ㈱

②設立年月　平成19年4月2日

③本店所在地　東京都港区港南二丁目16番1号

④代表者名　首藤　晴美

⑤資本金　20,000千円

⑥大株主

ネクステック㈱　　　　51%

首藤　晴美　　　　　　29% 

⑦主な事業内容　データマネジメント、システム運用デザイン、データ

クレンジング

⑧決算期　3月

⑨当社との人的関係

取締役1名及び監査役1名はネクステック㈱役員が兼務いたします。

（子会社株式の売却）

平成19年4月9日開催の取締役会において、当社子会社である㈱フォー

・リンク・システムズの株式の一部の譲渡契約を締結することを決議

しました。

(1）譲渡の理由：業務提携を含めた連携強化の為

(2）当該子会社の概要

・商号　　：㈱フォー・リンク・システムズ

・事業内容：3次元CADの教育コンサルティング、教育システム及び

コンテンツの開発、販売

(3）譲渡の日程：平成19年4月23日

(4）当該子会社株式の売却に関する内容

①譲渡先：三菱UFJキャピタル㈱

②譲渡株数：1,200株

　　　　（発行済株式数（議決権総数）に対する割合 17.68％）

③譲渡金額：156,000千円

④売却後の持分比率：33.14％

⑤関係会社株式売却益：12,000千円

（資金の借入）

平成19年4月19日に、㈱りそな銀行より450,000千円の資金の借入(長期

借入金)を行っております。

(1）利率：1.94％

(2）最終返済期限：平成24年2月29日

(3）資金の使途：子会社向け増資資金

（ストック・オプション）

当社は平成19年６月26日開催の定時株主総会において、会社法第236

条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社及び当社関係会社の取締

役、監査役、執行役員及び従業員に対し特に有利な条件をもってストッ

ク・オプションとして発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取

締役会に委任することを決議いたしました。

なお、ストック・オプション制度の詳細は、「４ 提出会社の状況 1．

株式等の状況 (8）ストックオプション制度の内容」に記載しており

ます。

(第三者割り当てによる新株の発行)

　当社は、平成20年６月23日開催の当社取締役会において、第三者割当

による新株発行を決議しました。

(１)新株発行の目的

　当社は、平成20年３月期において多額の損失を計上したことから、債

務超過となっております。そのため、財務基盤の強化を図り、株主利益

に資する安定した経営基盤を構築するため、新株を発行するに至りま

した。

(２)新株発行の概要１

①発行新株式数　　　普通株式3,594株

②発行価額　　　　　１株につき金50,100円

③発行価額の総額　　180,059,400円

④資本組入額の総額　 90,029,700円

⑤募集又は割当方法　山田太郎及び山口博之に対する第三者割当

⑥申込期間　　　　　平成20年７月31日まで

⑦払込期日　　　　　平成20年７月31日

⑧新株券交付日　　　割当先の株券不所持の申し出により、今回の増資に

係る株券の発行は行いません。

⑨資金の使途　　　　運転資金

(３)新株発行の概要２

①発行新株式数　　　普通株式13,253株

②発行価額　　　　　１株につき金50,100円　

③発行価額の総額　　664,000,000円

④資本組入額の総額　332,000,000円

⑤募集又は割当方法　山田太郎に対する第三者割当（土地及び建物に

よる現物出資）

⑥申込期間　　　　　平成20年７月31日まで

⑦払込期日　　　　　平成20年７月31日

⑧新株券交付日　　　割当先の株券不所持の申し出により、今回の増資に

係る株券の発行は行いません。

⑨資金の使途　　　　現物出資を受けて株式を発行する予定のため該当事

項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略

しております。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 110,177 ― ― 110,177 37,159 13,337 73,018

器具及び備品 66,069 1,021 1,506 65,583 44,372 11,242 21,211

有形固定資産計 176,247 1,021 1,506 175,761 81,532 24,580 94,229

無形固定資産        

商標権 3,602 ― ― 3,602 1,038 360 2,563

ソフトウェア 302,173 328,808 399,807 231,174 145,343 92,568 85,831

ソフトウェア仮勘定 284,558 369,034 650,796 2,797 ― ― 2,797

その他 397 ― ― 397 ― ― 397

無形固定資産計 590,730 697,842 1,050,603 237,971 146,382 92,929 91,588

長期前払費用 5,361 － － 5,361 3,127 1,072 2,234

繰延資産        

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

（注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

 　　　①ソフトウェア仮勘定　　　ソフトウェアの開発　　　　　　　　　　　　　　　　　　366,063千円　　　

 　　 ２．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

　     ①ソフトウェア　　　　　　ソフトウェア評価損計上　　　　　　　　　　　　　　　  296,704千円

       　　　　　　　　　　　　　償却終了　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  103,102千円

       ②ソフトウェア仮勘定　　　ソフトウェア仮勘定評価損計上　　　　　　　　　　　　  323,377千円

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 － 295,000 － － 295,000

受注損失引当金 － 76,595 － － 76,595

事業所閉鎖損失引当金 － 16,077 － － 16,077
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産

 （Ａ）現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 251

預金  

普通預金 231,871

別段預金 829

小計 232,700

合計 232,951

（Ｂ）売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

矢崎総業㈱ 166,158

三菱重工業㈱ 67,473

本田技研工業㈱ 55,125

日本信号㈱ 43,182

㈱森精機製作所 42,000

その他 65,124

合計 439,062

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高

（千円）

当期発生高

（千円）

当期回収高

（千円）

契約変更損に

伴う調整額

（千円）

次期繰越高

（千円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) 　 (D)

(C)
────
─

(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

1,143,930 1,262,698 1,232,974 734,862 439,062 51.2 229.4

　（注）当期発生高には消費税等が含まれております。

（Ｃ）仕掛品

品目 金額（千円）

プロフェッショナルサービス 735,994

合計 735,994

（Ｄ）貯蔵品

品目 金額（千円）

書籍 3,260

その他 3,725

合計 6,986

（Ｅ）前渡金

相手先 金額（千円）

㈱レイヤーズ・コンサルティング 206,325

合計 206,325

（Ｆ）関係会社株式
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区分 金額（千円）

ネクステックシステムズ㈱ 26,299

ネクステックウェイブ㈱ 10,200

㈱フォー・リンク・システムズ 270,000

合計 306,499

（Ｇ）関係会社長期貸付金

相手先 金額（千円）

金河科技有限公司 295,000

合計 295,000

（Ｈ）敷金・保証金

区分 金額（千円）

事務所敷金 140,129

その他 50

合計 140,179

②　負債

（Ａ）買掛金

相手先 金額（千円）

金河科技有限公司 15,000

ネクステックウェイブ㈱ 11,268

センチュリーインフォテック㈱ 8,767

㈱ミリディア 6,300

コベルコシステム㈱ 4,473

その他 15,330

合計 61,139

（Ｂ）短期借入金

相手先 金額（千円）

㈱りそな銀行 700,000

㈱みずほ銀行 400,000

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 300,000

㈱三井住友銀行 200,000

合計 1,600,000

（Ｃ）１年内返済予定長期借入金

相手先 金額（千円）

㈱みずほ銀行 164,000

㈱りそな銀行 112,000

㈱三井住友銀行 40,000

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 40,000

合計 356,000

（Ｄ）前受金

相手先 金額（千円）

矢崎総業㈱ 601,149

その他 9,839

合計 610,989

（Ｅ）長期借入金
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相手先 金額（千円）

㈱りそな銀行 316,000

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 150,000

㈱三井住友銀行 70,000

合計 536,000

（Ｆ）社債

区分 金額（千円）

第１回無担保社債 400,000

合計 400,000

（注）上記記載金額は１年償還予定社債（133,600千円）を含めて記載しております。

（３）【その他】

①　決算日後の状況

特記事項はありません。

②　訴訟

当社商標に関し、平成20年3月31日付けをもってネクステックス・コンサルティング㈱より商標侵害にもと

づく損害賠償訴訟(損害賠償請求額10,000千円の一部請求)を提起されております。なお、当社としてはこのよう

な訴訟を受ける根拠はないものと判断し現在係争中ですが、訴訟の結果によっては、当社の業績に影響を与え

る可能性があります。 
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 毎決算期の翌日から３ヶ月以内

基準日 ３月　31日

株券の種類 100株券、10株券、１株券

剰余金の配当の基準日
９月　30日
３月　31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え 　

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

株券喪失登録に伴なう手数料
1．喪失登録　　　１件につき10,500円　
2．喪失登録株券　１件につき　 525円

端株の買取り 　

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他の
やむを得ない事由が生じたときは日本経済新聞に掲載して行う。
公告掲載URL　http://www.nextechcorp.com/

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(１）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度(第７期)(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月27日関東財務局長に提出

(２）半期報告書

　中間会計期間(第８期中間)(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日)平成19年12月20日関東財務局長に提出

(３）臨時報告書

　平成19年４月９日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(特定子会社の異動)の規定に基づく臨時報告書でありま

す。

(４）臨時報告書

　平成19年７月５日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２(ストックオプションとしての新株予約権の発行)の

規定に基づく臨時報告書であります。

(５）臨時報告書

　平成20年６月20日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号(財政状態及び経営成績に著しい影響を与え

る事象)の規定に基づく臨時報告書であります。

(６）有価証券報告書の訂正報告書

　平成20年３月10日関東財務局長に提出

　事業年度(第７期)(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。

(７）半期報告書の訂正報告書

　平成20年６月27日関東財務局長に提出

　中間会計期間(第８期中間)(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日)の半期報告書に係る訂正報告書でありま

す。

(８）有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類

　平成20年６月23日関東財務局長に提出

(９）有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類

　平成20年６月23日関東財務局長に提出

(10）有価証券届出書の訂正届出書

　平成20年６月25日関東財務局長に提出

　（８）の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

(11）有価証券届出書の訂正届出書

　平成20年６月25日関東財務局長に提出

　（９）の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

(12）有価証券届出書の訂正届出書

　平成20年６月30日関東財務局長に提出

　（８）の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

(13）有価証券届出書の訂正届出書

　　　　 平成20年６月30日関東財務局長に提出

　       （９）の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

(14）有価証券届出書の訂正届出書

　     平成20年６月30日関東財務局長に提出

　     （８）の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

(15）有価証券届出書の訂正届出書　

　平成20年６月30日関東財務局長に提出

　（９）の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　 　 平成19年６月26日

ネクステック株式会社 　 　

　 取締役会　御中 　

　 三優監査法人 　

　
代表社員

業務執行社員
　 公認会計士 杉田　　純　　印

　
代表社員

業務執行社員
　 公認会計士 小林　昌敏　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているネクステッ

ク株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ネクス

テック株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

１．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度から貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成し

ている。

２．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度から企

業結合に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。

３．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度から繰

延資産の会計処理に関する当面の取扱いを適用しているため、当該取扱いにより連結財務諸表を作成している。

４．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度からス

トック・オプション等に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。

５．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、ネクステックウェイブ株式会社を平成19年４月２日付で設立

し、会社の子会社としている。

６．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成19年４月12日付で子会社である株式会社フォー・リンク・

システムズ株式の一部を譲渡している。

７．重要な後発事象に記載されているとおり、会社の連結子会社である金河科技有限公司は、平成19年４月６日付で北

京力思泰信息技術有限公司を設立している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で別

途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　 　 平成20年６月25日

ネクステック株式会社 　 　

　 取締役会　御中 　

　 三優監査法人 　

　
代表社員

業務執行社員
　 公認会計士 杉田　　純　　印

　
代表社員

業務執行社員
　 公認会計士 小林　昌敏　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ネクステック株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ネクス

テック株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、連結財務諸表提出会社グループ

は、当連結会計年度において、886,436千円の重要な営業損失及び909,581千円の重要な経常損失、並びに1,439,415千

円の特別損失の発生により、2,590,825千円の当期純損失を計上した結果、1,010,930千円の債務超過になっている。

当該状況により継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に

記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務

諸表には反映していない。

２．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、連結財務諸表提出会社及び国

内連結子会社は、当連結会計年度から、法人税法の改正に伴い、平成19年４月1日以降に取得した有形固定資産の減

価償却方法については、改正後の法人税法に基づく方法に変更している。

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年６月23日開催の取締役会において、第三者割当による新

株発行を決議した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で別

途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　 　 平成19年６月26日

ネクステック株式会社 　 　

　 取締役会　御中 　

　 三優監査法人 　

　
代表社員

業務執行社員
　 公認会計士 杉田　　純　　印

　
代表社員

業務執行社員
　 公認会計士 小林　昌敏　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているネクステッ

ク株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第7期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ネクステック

株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績の状況をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

追記情報

１．会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度から貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準を適用しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。

２．会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度から企業結合に係る会計基準を適用しているた

め、当該会計基準により財務諸表を作成している。

３．会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度から繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い

を適用しているため、当該取扱いにより財務諸表を作成している。

４．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、ネクステックウェイブ株式会社を平成19年４月２日付で設立

し、会社の子会社としている。

５．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成19年４月12日付で子会社である株式会社フォー・リンク・

システムズ株式の一部を譲渡している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書

　 　 平成20年６月25日

ネクステック株式会社 　 　

　 取締役会　御中 　

　 三優監査法人 　

　
代表社員

業務執行社員
　 公認会計士 杉田　　純　　印

　
代表社員

業務執行社員
　 公認会計士 小林　昌敏　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ネクステック株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ネクステック

株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

追記情報

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は、当事業年度において、

679,693千円の重要な営業損失及び994,850千円の重要な経常損失、並びに1,572,813千円の特別損失の発生により、

2,895,372千円の当期純損失を計上した結果、1,272,956千円の債務超過になっている。当該状況により継続企業の前

提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継

続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。

２．会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度から、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産の減価償却方法については、改正後の法人税法に基づく方法に変更している。

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年６月23日開催の取締役会において、第三者割当による新

株発行を決議した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途保

管しております。
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